
第３次つるが男女共同参画プラン

令和２年度年次報告書

敦賀市企画政策部市民協働課
男女共同参画室





基本目標１　人権を尊重した男女共同参画の意識をつくる 基本目標２　男女共同参画のための生活環境を整える

事業 課 事業 課

基本目標３　男女共同参画のための仕事環境をつくる

事業 課 事業 課

　合　　計

事業 課

令和２年度 第３次つるが男女共同参画プランにおける施策の実施状況

具体的
施策数

計画項目数 15 事業数 取組課
具体的
施策数

計画項目数 22 事業数

基本目標４　男女共同参画の視点を取り入れた推進と
　　　　　　進行管理の体制を構築する

取組課

5
着手項目数 14

29 9 8
着手項目数 19

58 17
実施率 93% 実施率 86%

計画項目数 18 事業数 取組課

7
着手項目数 16

29 6 7

具体的
施策数

計画項目数 16 事業数 取組課
具体的
施策数

着手項目数 18

23 5
実施率 100% 実施率 100%

計画項目数 71 事業数 取組課

27

具体的
施策数

着手項目数 67

139 37
実施率 94%
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基本目標１　人権を尊重した男女共同参画の意識をつくる

市民協働課、三島会館、生涯学習課、健康推進課、長寿健康課、児童家庭課、学校教育課、図書館、観光交流
課 ９

基本目標２　男女共同参画のための生活環境を整える

市民協働課、健康推進課、児童家庭課(児童文化センター、子育て総合支援センター含む）、生涯学習課、学
校教育課、長寿健康課、地域福祉課、住宅政策課、環境廃棄物対策課、総務課、危機管理対策課、図書館、商
工貿易振興課、都市政策課、清掃センター

１７

基本目標３　男女共同参画のための仕事環境をつくる

病院総務企画課、市民協働課、総務課、児童家庭課、商工貿易振興課、農林水産振興課 ６

基本目標４　男女共同参画の視点を取り入れた推進と進行管理を構築する

市民協働課、児童家庭課、総務課、秘書広報課、情報管理課 ５

３７　課
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つるが男女共同参画プラン
敦賀市において、男女共同参画社会を実現するための施策を総合的かつ計画的に実施するための基本計画です。
第３次プランは、平成２８年３月に策定され、計画期間を平成２８年度から令和２年度までとしています。

令和２年度年次報告書
　 令和２年度の敦賀市における、男女共同参画の推進に関する行政の取組（市の施策・事業）の実施状況を明らかにした報告書です。

■年次報告書の見方

　　　　基本目標１　　人権を尊重した男女共同参画の意識をつくる

基本課題（１）　お互いに人権を尊重しあい、暴力を根絶する社会をつくる

評価欄 Ａ：男女共同参画の視点から見て、例年以上の大きな成果があった　　 Ｂ：男女共同参画の視点から見て、例年並みの成果があった　　　
Ｃ：男女共同参画の視点から見てあまり成果がなかった　　　　　　　 Ｄ：男女共同参画の視点から見て成果がなかった　　　　　 　 　 
※令和２年度、計画や準備を進めていたが新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止となった事業の評価はＣとしている。

方向性欄　　　↗：事業内容を充実させる　　　　　　　　→：事業内容を維持する　　　　　　　　↘：事業内容を縮小する　　 　　　                

次年度欄　 　新：新規に取り組む　　　継：継続する　　　検：内容等を検討する　　　完：完了した　　　廃：廃止する　   　　     　　          

　施策１　日頃からその人らしさと能力を尊重する

成果/課題 次年度 方向性

a

市民や男女共同参画
推進員を対象に講座や
研修会を開催し、人権
尊重に関する啓発を充
実します。

　市民、地域推進員、事業所推進員、市内中学生、
市窓口業務担当者といった様々な対象向けに男女
共同参画講座を開催し、人権尊重に関する啓発を
充実した。
　課題として、出前講座等人が集まっている所に出
向いて啓発をしていく取組みの必要性を感じる。

継 ↗ 市民協働課 Ｂ

①　人権尊
重に関する
啓発を充実
する

≪男女共同参画推進事業≫
・男女共同参画講座の開催　４回　延べ １５０人参加
　（男女共同参画推進講座、男女共同参画推進員研
修会、デートDV防止講座、ＤＶ被害者支援専門研修
会）
・男女共同参画啓発パネル展の開催（市役所）

　第３次つるが男女共同参画プランは、次の例示※１、※２、※３、※４のように、まず、４つの「基本目標」を定め、順次、「基本課題（１）～（１６）」、「施
策（１）～（２７）」、「計画項目」と細分類化した上で、各「計画項目」毎に、「実績」「成果・課題」欄を設け、次のA・B・C・Dに基づき、担当課において評価
し、次年度事業の方向性を示しております。

　男女共同参画社会とは、すべての人々が喜びや責任などを分かち合い、個性や能力を発揮できる社会です。

　日頃からお互いの人権を尊重するためには、あらゆる場で人権尊重の
意識を高める取り組みが求められます。

計画項目 取り組みの概要
令和２年度

担当課　評価
実　　　　　　績

※１

※２

※３

※４
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第３次つるが男女共同参画プラン　具体的施策実施報告
 

基本目標１　人権を尊重した男女共同参画の意識をつくる

男女共同参画審議会　評価コメント

・

・

・

・

　わたしたちが実現すべき男女共同参画社会とは、女性も男性も、すべての人々が喜びや責任などを分かち合い、個性や能力を発揮できる社会で
す。そこで、男女が個人として尊重され、多様な生き方を選択できるよう、人権尊重の意識啓発を推進します。
　また、ＤＶをはじめ、多様化しているあらゆる暴力を防止し、被害者への支援体制を整え、安心して暮らせるようにします。
　さらに、個人の自由な生き方が選択できる、誰もが暮らしやすいまちづくりを実現し、地域の活性化に繋げていきます。

様々な人権やジェンダー問題に対し、学校、教育を通じ意識の改革を行っていることは大変素晴らしく、今後も進めていかなければならない。

お互いに人権を尊重しましょうと言うが、権利と義務はセットである。しかし、権利ばかりを主張し、他者の権利を尊重することや、権利に伴う
義務については忘れてしまっているように見受けられるケースがあり、人権の濫用が懸念される。人権の理解についても考えていく必要がある。

パートナーシップ制度を導入している自治体もあるが、市民対象講座でＬＧＢＴＱをテーマとして開催されたように、まずはＬＧＢＴＱの認知や
理解を深めていく啓発活動から始めていただけるとよい。

ＤＶ関連の相談業務においては、各機関と連携し、今後とも被害者に寄り添う支援・救済を継続していただきたい。
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基本課題（１）お互いに人権を尊重しあい、暴力を根絶する社会をつくる

　施策１　日頃からお互いの人権を尊重する

成果/課題 次年度 方向性

a

市民や男女共同参画
推進員を対象に講座や
研修会を開催し、人権
尊重に関する啓発を充
実します。

　市民対象講座では性の多様性をテーマとし、ＬＧＢＴＱに
ついて知っていただく機会を設けた。地域推進研修会及
び事業所推進員研修会では、新型コロナウイルス感染拡
大防止のため、集合研修ではなくＹｏｕＴｕｂｅによるオンラ
イン研修とした。
　研修会では、様々な角度からテーマを設定し、人権啓発
の機会となるよう取り組んだ。人権を尊重し性別に関わり
なく活躍することを支援する講座を今後も開催していく。

継 → 市民協働課 Ｂ

①　人権尊
重に関する
啓発を充
実する

≪男女共同参画推進事業≫
・男女共同参画推進講座（市民対象）
　演　題　　「１１人に１人のＬＧＢＴＱ
　　　　　　　～多様な性ってどういうこと？～」
　講　師　　ＹｏｕＴｕｂｅｒかずえちゃん（藤原　和士）　氏
　日　時　　令和３年３月１３日（土）１４時００分～１５時３０分
　場　所　　敦賀駅交流施設オルパーク２階
　参加者　 ２１名
　内　容　　ＬＧＢＴＱの用語説明、講師の経験談より多様な性につ
　　　　　　　いて学んだ。

・地域推進員研修会
　演　題　　「女性目線、ママ目線の防災
　　　　　　　～女性防災士からのワンポイントアドバイス～」
　講　師　　防災ママかきつばた　代表　高木　香津恵　氏
　日　時　　令和３年２月９日（火）～３月２６日（金）
　方　法　　敦賀市ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル　一般公開
　視　聴　  ２０９回
　内　容　　女性目線、ママ目線の視点から防災、備蓄品について
　　　　　　　学んだ。

・事業所推進員研修会
　演　題　　「福井県の労働とジェンダー」
　講　師　　仁愛大学人間学部コミュニケーション学科
　　　　　　　准教授　織田　暁子　氏
　日　時　　令和３年３月８日（月）～３月１９日（金）
　方　法　　講師管理ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル　限定公開
　視　聴　  ７３回
　内　容　　福井県の労働、特に女性労働の特徴や県内における
　　　　　　　嶺北・嶺南の地域差などについて学んだ。

　日頃からお互いの人権を尊重するためには、あらゆる場で人権尊重の意識を高める取り組みが求められます。
　本市では、人権尊重に関する啓発を充実させ、固定的な価値観にとらわれない行動を促進していきます。
　また、女性の人権に関わるものとしてリプロダクティブ・ヘルス／ライツ（女性特有の健康と権利）等についての認識が広がるよう取り
組みます。
　暴力が主に女性や子ども、高齢者、障がい者などに向けられることや、身体的、精神的、経済的、社会的、性的など暴力の形態が多様化
している背景を踏まえ、相談しやすい体制等を整備し、被害者への支援を充実させます。
　特に、未成年者の間でも起こるデートＤＶについては、被害、加害の双方を防止するため、大学、高校、中学校における啓発を行いま
す。

計画項目 取り組みの概要
令和２年度

担当課　評価
実　　　　　　績
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b

人権週間にあわせて、
啓発活動を実施しま
す。

　平成２８年度～令和元年度まで継続して実施しており、
広く一般の人への人権啓発に有効であることから、次年
度以降は人権週間にあわせた街頭啓発活動を行っていく
予定である。
　なお、人権週間に合わせた街頭啓発活動とは別に、「人
権の花」運動や市民向け人権講演会を実施した。

継 → 三島会館 B

ｃ

深い認識と実践力を
持った指導者を育成
し、様々な人権問題の
早期解決に向けて、日
常生活の中に活かせる
人権感覚を身につける
ための教育啓発活動を
一層推進します。

　「多様性を受け止められる社会づくりのために」という
テーマのもと、講師が活動してきた教職員研修、教育系イ
ベント、子どもの居場所づくりアドバイザーの経験をもと
に、人権教育、教育と福祉等、多岐にわたる話を伺った。
　参加者が各職場で啓発活動ができるかが課題。 継 → 生涯学習課 B

a

性別で役割分担を決め
ず、お互いにその価値
観を尊重して行動しま
しょう。

　前回調査時（平成２６年度）は「そうは思わない」が４０．
５％であり、今回の調査では２０％以上の向上がみられ、
「男は仕事、女は家庭」という既成概念の解消や意識の変
化は進んでいるものと考えられる。

― ― ― ―

≪福井県人権教育指導者研修会≫
　新型コロナウイルス感染拡大防止のため、録画配信形式で開
催。本市からは、市職員、教育委員会職員、市議会議員、各種団
体役員等６２名が視聴した。

②　固定的
な価値観
にとらわれ
ず人権を尊
重した行動
をする

≪市民の取り組み≫
・「男は仕事、女は家庭」に対して「そうは思わない」と思う市民の
割合
令和元年度　６２．５％

（令和元年度敦賀市男女共同参画に関するアンケート調査より）
　市民調査：市内に居住する満１８歳以上の男女１，２００人を
　　　　　　 　 無作為抽出（回収票数　４５４件、回収率　３７．８％）

①　人権尊
重に関する
啓発を充
実する

≪人権擁護啓発事業≫
　当初、人権擁護委員、幼稚園児とともに街頭での啓発活動を行
う予定であったが、コロナ禍に配慮し、中止とした。
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a

市民や男女共同参画
推進員を対象に講座や
研修会を開催し、女性
の健康と権利に関する
認識や理解の向上を図
ります。

　避難所や避難生活においては、女性の健康と権利が侵
害される危険性が高く、女性の視点からの防災について
考える機会を設けた。
　令和元年度は避難生活をテーマとして開催し、災害時に
は高齢者・障がい者・子ども・女性などの弱者が被害に遭
うリスクが高まる、という調査結果をもとに実際の災害事
例から考える機会を設けた。
　リプロダクティブ・ヘルス/ライツは重要な権利であり今後
も継続して啓発に努めていく。

継 → 市民協働課 Ｂ

b

女性の健康の保持・増
進を促し、女性が自己
の健康管理を行えるよ
う、女性のライフステー
ジに対応した課題につ
いて、健康教育、知識
の普及・啓発、健康相
談、保健指導を行い支
援します。

　令和元年度までは、乳がん集団検診の機会を捉え、普
及啓発等を実施できたが、コロナ禍の影響により普及啓
発の機会が減少した。コロナ禍においても健康管理が継
続できるよう、普及啓発等を工夫して実施していく。

継 → 健康推進課 B

【用語】リプロダクティブ・ヘルス/ライツ（性と生殖に関する健康と権利）
　1994年にカイロで開催された国際人口・開発会議において提唱された概念で、女性の人権の重要な一つ。いつ何人子どもを産むか産まないかを選ぶ自由、安全で満足のいく性生活、安全な
妊娠・出産、子どもが健康に生まれ育つことなどが含まれている。 （内閣府男女共同参画局　用語集より抜粋）

③　リプロ
ダクティブ・
ヘルス／ラ
イツ（女性
特有の健
康と権利）
等について
学ぶ

≪男女共同参画推進事業≫
・地域推進員研修会
　演　題　　「女性目線、ママ目線の防災
　　　　　　　～女性防災士からのワンポイントアドバイス～」
　講　師　　防災ママかきつばた　代表　高木　香津恵　氏
　日　時　　令和３年２月９日（火）～３月２６日（金）
　方　法　　敦賀市ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル　一般公開
　視　聴　  ２０９回
　内　容　　女性目線、ママ目線の視点から防災、備蓄品について
　　　　　　　学んだ。

・ＤＶ防止講座
　令和２年１１月５日（木）に開催したが、新型コロナウイルス感染
拡大防止のため受講対象者を市職員に限定した。

・ＤＶ被害者支援専門研修会
　市職員などを対象としたワークショップ形式の研修を予定した
が、新型コロナウイルス感染拡大防止のため講座開催を中止し
た。

≪健康相談等事業≫
・来所相談や電話相談等、随時行った。
・コロナ禍の影響で、乳がん集団検診を中止したため、乳房自己
触診の啓発は実施することができなかった。
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　施策２　あらゆる暴力を防止・根絶する

成果/課題 次年度 方向性

a

ＤＶ被害者支援専門研
修会及びデートＤＶ防
止講座を開催し、ＤＶか
らの被害者保護・支援
についての啓発を充実
します。

　ＤＶ被害者と関わる機会がある職員などを対象に繰り返
し研修を行い、ＤＶ被害の実情を広く知ることにより、ＤＶ
被害者への理解を深め、ＤＶ被害者の早期発見や参加者
の意識向上につなげることができた。

継 → 市民協働課 Ｂ

a

男女共同参画に関する
様々な相談に応じられ
る窓口の充実を図りま
す。
また、複雑多様化する
相談内容に対応するた
め、各相談機関との連
携を密にし、相談体制
を充実させ、被害者へ
の支援を行います。

　複雑多様化する相談内容に対応するため、相談員間及
び関係機関において連携を密にとり、相談者に寄り添った
対応ができた。相談者が子どもと一緒に来所した際も、安
心して相談できる環境を整えた。
　相談の主訴を限定せず、柔軟に対応を行った。
　災害時に備え、弱者が被害に遭うリスクが高まることを
防止するため、女性や子どもに対する暴力などの予防に
配慮した避難所の環境の整備の一環として、新たに性暴
力被害防止啓発ポスターを作成し、関係機関へ配布し
た。

継 → 市民協働課 Ｂ

①　多様化
する暴力か
らの被害者
保護・支援
についての
啓発を充
実する

≪男女共同参画推進事業≫
・ＤＶ防止講座
 演　題　　「ＤＶ被害者の自立促進のために
　　　　　　　～支援者に求められることは～」
 講　師　　社会福祉法人　聖徳園　総合施設長　渡邉　一幸　氏
 日　時　　令和２年１１月５日（木）１３時３０分～１５時００分
 場　所　　敦賀市総合福祉センターあいあいプラザ２階
　　　　　　 ふれあいホール
 参加者　 ３４名
　　　　　　（１）敦賀市職員（住民基本台帳事務における支援対象
　　　　　　　　 者）
　　　　　　（２）敦賀市公私立保育園及び幼稚園園長
　内　容 　ＤＶ被害のため避難を余儀なくされる母子の現状を知り
　　　　　　理解を深め、必要な支援について学んだ。

・ＤＶ被害者支援専門研修会
　被害者と関わる機会がある職員及び公私立保育園及び幼稚園
園長を対象としたワークショップ形式の研修を予定したが、新型コ
ロナウイルス感染拡大防止のため講座開催を中止した。

②　相談体
制を充実
し、被害者
への支援
を行う

≪相談事業≫
・相談員２名
・相談日
　毎週月～金曜日、第２・第４土曜日　８時３０分～１７時１５分
　第１・第３金曜日　 ８時３０分～２０時００分
　相談総件数　１２５件（うちＤＶ３件）
・関係機関との連携を実施
・ＤＶ被害者やＤＶ家族の子どもたちと直接関わる可能性のある現
場職員、窓口担当職員への講座を実施
・相談窓口の周知広報を実施
　市内各施設にポスター、相談カードを設置
　（ポスター民間３６ケ所、公共４１ケ所、病院３ケ所）
　（相談カード公共４ケ所、民間４ケ所）
・成人式にて新成人への啓発チラシを配布
・災害避難所における性暴力被害防止啓発ポスターの作成

計画項目 取り組みの概要
令和２年度

担当課　評価
実　　　　　　績
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a

複雑多様化する相談内
容に対応するため、各
相談機関との連携を密
にし、通報体制を確立
します。

　相談の内容に合わせて適切な関係機関を判断し、迅速
な対応を行った。
　今後もそれぞれの機関の役割を最大限発揮できるよう
に、連携を密に行っていきたい。 継 → 市民協働課 Ｂ

b

ＤＶ被害者を保護・救済
するため、通報体制を
確立し、関係部署の連
携を図ります。

　連携強化によって、迅速な対応ができた。今後もより一
層関係機関との連携を充実させたい。

継 → 市民協働課 Ｂ

a

ＤＶ被害者支援専門研
修会及びデートＤＶ防
止講座を開催し、デート
ＤＶや子どもへの暴力
などの被害防止や被害
者保護・支援について
の啓発を充実します。

　ＤＶ被害者が自立するためには継続的な支援及び支援
者がＤＶ被害者について理解することが必要であることを
啓発した。
　講師の事例に基づいた講演を聴くことにより、ＤＶ被害者
についてより理解を深めることができた。

継 → 市民協働課 Ｂ

≪関係部署の連携≫
・関係機関の情報を収集し、必要に応じて二州健康福祉セン
ター、警察署、市窓口などへの同行支援を行った。

④　ＤＶや
デートＤＶ、
子どもや高
齢者などへ
の暴力など
を防止する

≪男女共同参画推進事業≫
・ＤＶ防止講座
 演　題　　「ＤＶ被害者の自立促進のために
　　　　　　　～支援者に求められることは～」
 講　師　　社会福祉法人　聖徳園　総合施設長　渡邉　一幸　氏
 日　時　　令和２年１１月５日（木）１３時３０分～１５時００分
 場　所　　敦賀市総合福祉センターあいあいプラザ２階
　　　　　　 ふれあいホール
 参加者　 ３４名
　　　　　　（１）敦賀市職員（住民基本台帳事務における支援対象
　　　　　　　　 者）
　　　　　　（２）敦賀市公私立保育園及び幼稚園園長
　内　容 　ＤＶ被害のため避難を余儀なくされる母子の現状を知り
　　　　　　理解を深め、必要な支援について学んだ。

・ＤＶ被害者支援専門研修会
　被害者と関わる機会がある職員及び公私立保育園及び幼稚園
園長を対象としたワークショップ形式の研修を予定したが、新型コ
ロナウイルス感染拡大防止のため講座開催を中止した。

③　通報体
制を確立し
被害者を
保護・救済
する

≪相談事業≫
・二州健康福祉センター、敦賀警察署などと連携して実施
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b

複雑多様化する相談内
容に対応するため、各
相談機関との連携を密
にし、相談業務の強化
にあたります。
特に、相談者又は関係
機関からの情報によ
り、二州健康福祉セン
ター等と連携し、デート
ＤＶや子どもへの暴力
など若年層の被害を防
止します。

　ＤＶの早期発見、被害防止のために、相談関係各課を対
象に研修会を実施し、各機関の役割を再確認するとともに
専門的な知識を深めることができた。

継 → 市民協働課 Ｂ

c

要保護児童の早期発
見及び適切な保護、さ
らに、要支援児童等の
適切な支援を行うた
め、要保護児童地域対
策協議会の運営や児
童虐待の予防、早期発
見・対応のための啓発
活動を行います。

　実務者会議や個別ケース検討会議が円滑に運営される
よう各機関の代表者による代表者会議は感染症拡大防
止のため、書面にて開催した。実務者会議や個別ケース
検討会議において、関係機関で情報共有し、必要な支援
内容や方向性を協議するとともに、役割分担、連携しなが
ら継続的な支援を行った。
　要保護児童対策地域協議会では、管理ケースの把握を
行うとともに支援状況を関係機関で共有し、連携を図っ
た。

継 → 児童家庭課 B

d

広報紙にて、虐待を予
防するためにできること
や虐待通告が義務であ
ること等を周知するとと
もに、通報先を掲載しま
す。

　児童虐待防止月間（１１月）に合わせ、広報つるが１１月
号に啓発記事を掲載。また、市役所市民ホール、オル
パークにて横断幕、啓発パネル、啓発資料の展示を行
い、市民への周知を図った。

継 → 児童家庭課 B

≪児童虐待についての広報活動≫
・広報つるが掲載　１回
・関係機関等での虐待防止啓発ポスター掲示
・市役所市民ホール等での児童虐待に関する啓発資料展示

④　ＤＶや
デートＤＶ、
子どもや高
齢者などへ
の暴力など
を防止する

≪相談事業≫
・相談者又は関係機関からの情報により、二州健康福祉センター
などと連携して実施
・要保護児童対策地域協議会参加　３回
・自立促進支援センターとの連携
・他課からの依頼を受け同行訪問

≪要保護児童対策地域協議会≫
・代表者会議　１回
・実務者会議　１１回
・個別ケース検討会議　２５回
・児童虐待防止研修会　１回
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e

家庭における適正な児
童養育、児童福祉の向
上のため相談体制の充
実を図ります。

　児童虐待専門機関等での専門研修を受講し、専門知識
の向上を図った。
　令和３年度から相談体制の強化を目的とした、子ども家
庭総合支援拠点を設置するため準備を行った。 継 → 児童家庭課 B

（
追
加
）

高齢者虐待への対応、
関係機関の連携協力
体制の整備、高齢者の
権利擁護の推進を図り
ます。

　地域包括支援センターが中心となり、関係機関と連携を
密にし高齢者虐待への対応を行った。
　協議会では、事例検討や高齢者の権利擁護に関して協
議し、成年後見制度については研修会を開催したり、広報
紙により制度の普及啓発に努めた。
　今後も関係機関と連携を密にし、高齢者の権利侵害が
ないよう普及啓発に努め、高齢者の権利擁護の推進を
行っていく。

継 → 長寿健康課 B

④　ＤＶや
デートＤＶ、
子どもや高
齢者などへ
の暴力など
を防止する

≪家庭児童相談室運営事業≫
・児童虐待専門研修会を受講
・保健師１名、臨床心理士２名、家庭児童相談員２名配置

≪高齢者権利擁護連絡協議会≫
・代表者会議を２回開催

≪高齢者虐待への対応≫
対応実件数　５９件

≪高齢者虐待防止の啓発≫
地域包括支援センターチラシにて普及啓発
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基本課題（２）人権尊重の教育を推進する

　施策３　人権に関する教育を推進する

成果/課題 次年度 方向性

a

小中学校における人権
教育推進計画に則り、
一人一人の人権を尊重
した教育を実施します。

　道徳以外の教科においても人権に関する教育を実施す
ることができた。
　教職員の研修のほか、気がかりな児童・生徒について
情報交換会を設けるなどして共通理解を持つことができる
ようになった。

継 → 学校教育課 B

b

中学生、高校生、大学
生といった若年層を対
象に、デートＤＶ防止等
の人権尊重を啓発しま
す。

　各学校へ啓発ポスターを配布することにより、若年層へ
の啓発を行った。
　令和２年度に依頼を受け実施したデートＤＶ（若年層に
対するＤＶ）防止についての出前講座では、中学３年生約
２００名が参加し、アンケートでは、「自分自身がデートＤＶ
をしないようにしようと思った」や「相手を尊重し合うことが
必要だと思った」との声もあり、デートＤＶとは、デートＤＶ
を防止するにはどうすればよいか、について啓発する貴
重な機会となった。
　若年層への啓発活動を行うためにも、今後も学校との連
携が重要である。

継 → 市民協働課 Ａ

担当課　評価
実　　　　　　績

① 　人権を
尊重した多
様な教育を
実施する

≪小中学校における人権を尊重した教育の実施≫
・各小中学校において、令和２年度人権教育推進計画を策定し、
人権教育目標、各教科における人権教育の取組、教職員の研修
等の計画を定め、人権を尊重した教育を実施した。

≪男女共同参画推進事業≫
・敦賀市内中学校（５校）高校（３校）へデートＤＶ防止、相談窓口
案内、ＪＫビジネス被害防止の啓発ポスターを配布

・中学校からの依頼を受け、デートＤＶ防止についての出前講座を
開催
 日　時　　令和２年１２月１７日（木）９時３０分～１２時３０分
　　　　　　 ４０分の講座を３回実施
 場　所　　敦賀市内中学校　１校
 参加者　 延べ　２００名

　人権尊重の意識啓発は、幼児から高齢者に至る幅広い層において重要となります。
　特に、子どもの頃からの取り組みが高い成果を得られるため、次代を担う子どもたちが、健やかに、そして個性と能力を発揮できるよ
う、学校などと連携していきます。
　また、生涯学習の場においても人権尊重の啓発を進め、市民が人権尊重について学べる機会を充実させます。
　さらに、「交流拠点都市　敦賀」として多様な価値観の人々と交流できる特性を活かし、国際交流の場を通じて人権尊重を推進します。

計画項目 取り組みの概要
令和２年度

‐12‐



a

様々な環境的要因によ
り学校生活に不適応を
起こしている児童・生徒
及び保護者との関わり
を持ち、環境改善をす
るためのスクールソー
シャルワーカーを配置
します。

　各校を定期訪問し、教員等から直接、初期の段階で気
がかりな児童・生徒の情報を把握することができた。
　初期の段階から気がかりな児童・生徒の情報を把握し、
その後の解決あるいは未然防止において迅速かつ適切
な対応ができた。 継 → 学校教育課 B

b

市内の小中学校に在学
する不登校の児童・生
徒や保護者、その他特
別な事情のある者に教
育相談、訪問指導、適
応指導等、不安解消に
向けた相談を行いま
す。

　個別カウンセリング・集団指導等の適応指導で自立性や
意欲を高めると共に、保護者への教育相談指導を行い、
集団への適応力を培うことができた。
　学校と連携を図り、児童・生徒の不安解消に適応した相
談事業を実施し、児童・生徒の不安解消の大きな助けと
なった。

継 → 学校教育課 B

a

小中学校におけるキャ
リア教育を推進します。
小学校では、様々な職
業の見学や体験を通
じ、働くことを意識したカ
リキュラムを設定しま
す。
中学校では、希望する
職業を実際に体験する
社会体験活動を実施
し、自ら進路を考える
きっかけとします。

　コロナ禍という特殊な状況により、現場での社会体験活
動を行うことは困難であった。
　今後は、コロナウイルスの感染状況を注視しつつ、職業
体験、見学などの活動を継続して実施していく。

継 → 学校教育課 Ｃ

a

中学生、高校生、大学
生といった若年層を対
象に、デートＤＶ防止講
座を開催し、男女共同
参画の理解を推進しま
す。

　ＤＶ及びデートＤＶ被害防止を訴える啓発ポスターの制
作を高校生に依頼し、市役所とオルパークにて展示を行っ
た。制作した高校生からは、「ポスターをきっかけに被害
者にも加害者にも知ってもらい、周りの人たちと寄り添い
合って助け合いができるといいなと思った」とコメントが
あった。
　令和元年度からは高校生に協力を依頼することで同世
代の若者の関心を引く一助となり、デートＤＶ（若年層に対
するＤＶ）の理解や意識啓発を図ることができた。また、新
聞などのメディアにも取り上げられたことにより、従来以上
に広く市民へ啓発することができた。

継 → 市民協働課 Ａ

≪ハートフル・スクール管理運営事業≫
・スクールカウンセラーや指導員により、個別カウンセリング、集団
指導等の適応指導及び自然体験や社会体験で自立性や意欲を
高めるとともに、保護者への教育相談を行った。
・いじめの早期発見、早期対応、未然防止等の対応を図るため、
相談員を配置し、電話相談及び関係機関と連携した支援活動を
行った。
　　　電話・メール相談　２３６件、　面接相談　６５件

③　個人の
意思や個
性を尊重し
た進路指
導を行う

≪小中学校における進路指導等≫
・新型コロナウイルス感染拡大の影響により、中学生の社会体験
活動をはじめ、職業体験、見学を見送らざるを得なかった。

④　子ども
の頃からの
男女共同
参画の理
解を推進す
る

≪男女共同参画推進事業≫
・高校生が制作した啓発ポスターの展示
　制　作　　学校法人 敦賀気比高等学校
　場　所　　市役所　市民ギャラリー
　　　　　　　敦賀駅交流施設オルパーク　ギャラリー
　期　間　　「女性に対する暴力をなくす運動」期間
　　　　　　　令和２年１１月１２日～１１月１７日（市役所）
　　　　　　　令和２年１１月１８日～１１月２５日（オルパーク）

②　教職
員・児童・
生徒の悩
み相談等
を充実する

≪ソーシャルワーカー配置事業≫
・様々な環境的要因により学校生活に不適応を起こしている児
童・生徒及び保護者との環境改善を図るため、スクールソーシャ
ルワーカーを配置し、関係機関との連携を行った。
　　　配置人数２名、市内小中学校等への訪問件数　３２２回
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　施策４　生涯学習などで人権尊重・平等の啓発を推進する

成果/課題 次年度 方向性

a

市民や男女共同参画
推進員等を対象に講座
や研修会を開催し、男
女共同参画推進のた
め、男女が同じ考えを
共有できる講座を開催
します。

　市民対象講座では性の多様性をテーマとして、性別は
男性と女性以外にもあることを理解し、ＬＧＢＴＱについて
知っていただく機会を設けた。地域推進研修会及び事業
所推進員研修会では、新型コロナウイルス感染拡大防止
のため、集合研修ではなくＹｏｕＴｕｂｅによるオンライン研
修とした。
　地域推進員研修会では女性目線、ママ目線から防災に
ついて考え、災害時において女性が直面する課題などを
男性にも啓発する機会となり、情報共有をすることができ
た。

継 → 市民協働課 B

①　男女平
等などの考
えを共有で
きる講座を
開催する

≪男女共同参画推進事業≫
・男女共同参画推進講座（市民対象）
　演　題　　「１１人に１人のＬＧＢＴＱ
　　　　　　　～多様な性ってどういうこと？～」
　講　師　　ＹｏｕＴｕｂｅｒかずえちゃん（藤原　和士）　氏
　日　時　　令和３年３月１３日（土）１４時００分～１５時３０分
　場　所　　敦賀駅交流施設オルパーク２階
　参加者　 ２１名
　内　容　　ＬＧＢＴＱの用語説明、講師の経験談より多様な性につ
　　　　　　　いて学んだ。

・地域推進員研修会
　演　題　　「女性目線、ママ目線の防災
　　　　　　　～女性防災士からのワンポイントアドバイス～」
　講　師　　防災ママかきつばた　代表　高木　香津恵　氏
　日　時　　令和３年２月９日（火）～３月２６日（金）
　方　法　　敦賀市ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル　一般公開
　視　聴　  ２０９回
　内　容　　女性目線、ママ目線の視点から防災、備蓄品について
　　　　　　　学んだ。

・事業所推進員研修会
　演　題　　「福井県の労働とジェンダー」
　講　師　　仁愛大学人間学部コミュニケーション学科
　　　　　　　准教授　織田　暁子　氏
　日　時　　令和３年３月８日（月）～３月１９日（金）
　方　法　　講師管理ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル　限定公開
　視　聴　  ７３回
　内　容　　福井県の労働、特に女性労働の特徴や県内における
　　　　　　　嶺北・嶺南の地域差などについて学んだ。

計画項目 取り組みの概要
令和２年度

担当課　評価
実　　　　　　績
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b

市民一人一人の人権
意識を高揚し、認識を
深めていただくために、
生涯学習に関係する各
施設（生涯学習課、図
書館、少年自然の家、
各公民館など）におけ
る 指 導 的 立 場 に あ る
者、新採用職員等が参
加 し 、 講 演 と ワ ー ク
ショップ（体験的参加学
習）を行います。

　コロナ禍における差別の存在について、またその差別を
解消することの重要性について、講師が実際に行った市
内小中学校での授業の様子を伝えながら、コロナ差別も
含めて、社会に存在する様々な問題を、自分たちの力で
解決できることを共有した。

継 → 生涯学習課 B

c

人権に関して指導的立
場にあるものが、持つ
べき人権感覚の醸成と
子どもの人権、同和問
題等の知識普及の取り
組みを図るため、講習
会を開催します。

　講師が歩んだ人生の中での出会いや人々との交流を通
して、「人権・同和教育と啓発活動で学んだこと」などにつ
いて話を伺った。
　この講演での話を、自分事として受け止め、今後の生活
の中で自己の意識の変革にどのように取り組むことがで
きるかが課題。

継 → 生涯学習課 B

a

男女共同参画センター
において、男女共同参
画関係図書の閲覧及び
貸出を実施します。

　タイトルなどから手に取ってもらいやすい図書を購入し、
男女共同参画を学ぶ機会を増やすことができた。
　今年度は６月の「男女共同参画月間」にあわせ、市立図
書館にて啓発図書コーナーの設置を新たに追加した。
　また、令和元年度からは「女性に対する暴力をなくす運
動」期間に、令和２年度からは６月の「男女共同参画月
間」にあわせ、啓発図書コーナーの設置を行ったことによ
り、幅広い層へ情報を提供する機会を設けることができ
た。 継 → 市民協働課 Ｂ

②　多様な
選択を可
能にする教
育、能力開
発、学習機
会を充実す
る

≪男女共同参画関係図書の閲覧及び貸出≫
・男女共同参画関係図書の閲覧及び貸し出しを実施
　令和２年度新刊　５冊購入
　あなたの悩みにおこたえしましょう　信田　さよ子　（朝日新聞出
　版）　外４冊

・貸し出し図書についてホームページにてＰＲを実施

・関連図書コーナーの設置
　男女共同参画月間の啓発
　　期　間　令和２年６月３日～６月１１日
　　場　所　市立図書館１階　ロビー
　ＤＶ被害防止啓発
　　期　間　令和２年１０月３０日～１１月２７日
　　場　所　市立図書館１階　ロビー

①　男女平
等などの考
えを共有で
きる講座を
開催する

≪生涯学習センター職員人権研修会≫
　３月１９日に生涯学習センターにて実施。生涯学習センター関係
職員１６名が参加。「コロナ禍における小中学校での人権教育に
ついて」のテーマで、感染者とその家族が受けている差別につい
てDVDを用いて講演を行った。

≪敦賀市人権教育指導者研修会≫
　１１月１８日にプラザ萬象にて実施。教員、市職員、社会教育団
体指導者など１０９名が参加。演台「人権・同和教育と啓発活動で
学んだこと」について、講演会を開催した。
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b

生涯学習のまちづくりを
推進するため、市民の
多種多様な学習要求に
応えるとともに、自主的
で活発な学習活動が展
開されるよう、学習機会
の拡充と内容の充実を
図ります。

　市民に学習の場を提供するとともに、今後も継続して学
習できるよう様々な講座を開講した。
　主催講座は「きっかけづくり」の場として行うことを目的と
しているが、その次に自主的な活動へ発展することが少
ないことが課題。 継 → 生涯学習課 B

c

市民の学習、情報交換
の拠点施設として、市
民の要望に応えなが
ら、十分な資料や情報
を収集・提供します。
また、図書資料を計画
的に整備し、きめ細か
な蔵書の充実にも努め
ながら、市民の利用を
促進します。

　「生涯学習の知の拠点」として、利用者のニーズに対応
した読書の環境づくりを図り、更に「まちづくりの拠点」とし
ての機能を加えて、資料や情報を収集・提供した。
　今後も、図書館資料を計画的に整備し、蔵書の充実を
図っていくが、視聴覚資料の受入については見直しを行
う。 検 ↘ 図書館 Ｂ

a

国際交流イベントの開
催及び参加を通じて、
異文化への理解を深め
る機会を創出し、多文
化共生に向けた啓発を
実施します。

　令和２年度は新型コロナウイルスの影響により、国際交
流イベントが中止となってしまったため、実績を上げること
が出来なかった。５年間の総括としては、「REINAN国際交
流のつどい」への参加・補助等により、地域住民と在往外
国人間の相互理解と共生をより一層図れるような取り組
みを実施することが出来た。今後は、現在の事業を継続
するとともに、事業内容の充実を図る。

継 → 観光交流課 Ｃ

③　国際交
流の場で
人権尊重
を学ぶ機
会をつくる

≪国際交流団体活動支援事業≫
　「REINAN国際交流のつどい２０２０」　新型コロナウイルスの影響
により中止。

②　多様な
選択を可
能にする教
育、能力開
発、学習機
会を充実す
る

≪主催事業の開催と自主学習の支援≫
　主催講座（韓国語、中国語、英会話、ペン字・筆ペン）
　　全７５回　延べ１，１３４名参加（生涯学習センターにおいて開
　　催）
　自主学習教室　１０７教室　１，６５８名

≪図書館・視聴覚ライブラリーの充実≫
・図書館における厳選な選書、及び市民のリクエストによる図書や
ＤＶＤ・ＣＤを購入し、一般書架へ配架するとともに、蔵書並びに視
聴覚ライブラリーの充実を図った。

　令和２年度　蔵書受入冊数　　　　８，５７１冊　（寄贈等含む）
　令和２年度　ＤＶＤ・ＣＤ受入本数　　　　３１本　（寄贈等含む）
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基本課題（３）個人の生き方や意思が尊重され活力ある地域社会をつくる

　施策５　結婚や出産、就労における困難を取り除く

成果/課題 次年度 方向性

a

結婚や出産、就労を支
援する団体・グループ
への情報提供や必要と
する支援を実施します。

　広く市民への周知に貢献した。

継 → 市民協働課 Ｂ

担当課　評価
実　　　　　　績

①　結婚や
出産、就労
について、
個人の意
思を尊重
し、地域活
性化に繋
げる

≪市民協働・ＮＰＯ等活動推進事業≫
・結婚相談事業に係るチラシを男女共同参画センター内及び市役
所市民ホールに設置し、周知を行った。
　また、毎月の広報つるが相談ごと欄に結婚相談事業の開催日を
掲載した。

　個人の生き方や考え方が多様化する中で、制度や慣行にとらわれず、自由な活動の選択肢が尊重される社会の実現が不可欠です。
　しかし、結婚や出産により仕事を続けられない、また、仕事を続けるために結婚や出産が実現できないという困難が現実としてあり、地
域の活力低下を招いています。
　こうした、結婚や出産、就労における課題を解決し、個人が自らの意思で結婚や出産、就労ができるようになることで、誰もが暮らしや
すいまちづくりを実現し、地域の活性化に繋げていきます。

計画項目 取り組みの概要
令和２年度
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基本目標２　男女共同参画のための生活環境を整える

男女共同参画審議会　評価コメント

・

・

・

・

・

・

・

・

令和元年度は女性区長が２名だったが、令和２年度に１名となった。女性参画について時間をかけて変わっていけるとよい。

市民アンケートでは、町内会に女性の参加が増えているとあり、一層の女性参画が必要である。

男性の家事・育児支援講座のように場や機会を増やすことは、大変素晴らしい取り組みである。参加したい男性や考えを持っている若い方が増え
ていると感じる。若い人の教育に力を入れていただきたい。

地域推進員研修会において、防災ママの講座を実施しているが、ＹｏｕＴｕｂｅの利用がよかった。一般公開でありもっと市民に広報するため、
婦人会等地区団体へも呼びかけるとよい。

若い世代への教育が大切であり、高校生による啓発活動を継続していただきたい。家事は男女区別なく行うものとして考え方を変えるためにも身
近な問題点を捉えることが大切である。

高齢者の避難では隣近所の助け合いや避難できる体制づくりが大切であり、女性視点を取り入れるためにも女性区長が必要である。

男女共同参画と防災を考える場合、切り離して考えるのではなく、男女共同参画はすべてに関わることと考える。避難所において、防犯や着替え
等、男性にはわかりにくいこともあり、男女のニーズの違いや双方の視点に配慮する必要がある。女性も参画し、女性の意見を反映できるように
していけるとよい。

家事など家庭の役割分担においては、育児・介護があったりと各家庭により状況は異なっている。理解してくれるかどうか、状況を知る、気づく
ことが大事である。

　生活面でのワーク・ライフ・バランスを実現するために、必要な環境づくりを行います。
　ライフスタイルが多様化する中で、一人ひとりの個性と能力を十分発揮した生活を送るためには、家庭や地域といった生活環境においても、これ
までの固定的な性別役割分担の意識にとらわれない考え方が重要です。
　家庭においては、性別にとらわれない役割分担を行い、特に、家事や子育て、介護などと仕事との調和を図ります。
　また、市民のボランティア活動等への参加意識が高まる中、地区コミュニティや市民活動等の主体的に活動する場で、男女共同参画を推進しま
す。

‐18‐



基本課題（４）家庭における男女共同参画を進める

　施策６　性別にとらわれない役割分担を行う

成果/課題 次年度 方向性

a

男女共同参画推進員
（事業所推進員）を対象
に研修会を開催し、
ワーク・ライフ・バランス
についての啓発を行い
ます。

　福井県の特性を知っていただき、福井県、特に敦賀市に
おいてワーク・ライフ・バランスを実現していくためにはどう
すればよいのか、を考えるきっかけとなる講座を開催し
た。
　ワーク・ライフ・バランスは重要な課題であり、今後も
ワーク・ライフ・バランスを市内各事業所に推進していく必
要がある。

継 → 市民協働課 Ｂ

a

家族や夫婦でよく話し
合い、家事を分担しま
しょう。

　今回の調査結果からは家庭生活で役割分担は夫と妻で
同程度行うことを理想とする市民が多いが、現状は妻に
偏っている結果となっている。それぞれの家庭でお互いが
望ましいと考える役割分担を実現できるよう啓発していく。

― ― ― ―

担当課　評価
実　　　　　　績

①　ワー
ク・ライフ・
バランスに
ついて啓発
を行う

≪男女共同参画推進事業≫
・事業所推進員研修会
　演　題　　「福井県の労働とジェンダー」
　講　師　　仁愛大学人間学部コミュニケーション学科
　　　　　　　准教授　織田　暁子　氏
　日　時　　令和３年３月８日（月）～３月１９日（金）
　方　法　　講師管理ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル　限定公開
　視　聴　  ７３回
　内　容　　福井県の労働、特に女性労働の特徴や県内における
　　　　　　　嶺北・嶺南の地域差などについて学んだ。

②　家事や
子育て、介
護について
の分担を
性別に関
係なく夫婦
や家族で
話し合って
決める

≪市民の取り組み≫

・「炊事・掃除・洗濯」
※

令和元年度  　主に夫　　　　　　　　　２．２％
　　　　　　　　　 主に妻　　　　　　　　８４．６％
　　　　　　　　 　夫と妻が同程度　　１３．２％

・「乳幼児の世話」
※

令和元年度  　主に夫　　　　　　　　　２．２％
　　　　　　　　　 主に妻　　　　　　　　７６．８％
　　　　　　　　 　夫と妻が同程度　　２１．０％

・「親や家族の介護・看護」
※

令和元年度  　主に夫　　　　　　　　　４．９％
　　　　　　　　　 主に妻　　　　　　　　６０．４％
　　　　　　　　 　夫と妻が同程度　　３４．７％

※比較のため、「他の家族が中心」、「該当なし」、「無回答」等の
　 データは除外。

（令和元年度敦賀市男女共同参画に関するアンケート調査より）
　市民調査：市内に居住する満１８歳以上の男女１，２００人を
　　　　　　 　 無作為抽出（回収票数　４５４件、回収率　３７．８％）

　生活面でのワーク・ライフ・バランスを実現するために、家庭における固定的な性別役割分担の意識を解消し、お互いの意思を尊重する
よう啓発を行います。

計画項目 取り組みの概要
令和２年度

‐19‐



基本課題（５）子育てにおける男女共同参画を推進する

　施策７　行政、家族、地域により子育てを支援する

成果/課題 次年度 方向性

a

１歳６か月児・３歳児を
対象に健康診査を実施
し、疾病や障がいを早
期に発見し、治療や療
育につなげるとともに、
保護者のストレスや育
児不安に対して必要な
支援を行います。

　疾病や障がいを早期に発見すると共に、気がかりなケー
スについては、関係機関と連携し、継続支援につなげた。
今後も事業を維持継続する。

継 → 健康推進課 B

b

子どもたちが健やかに
育つための環境づくり
の充実強化を図るた
め、関係機関との連携
を図りながら総合的な
支援を行います。

　各種セミナーにおいて、相談支援を行い、気がかりな
ケースは関係機関と連携し、継続的な支援につなげた。
令和２年度は、コロナ禍の影響により回数を減らして実施
した。今後は、コロナ禍においても、安全安心にセミナーに
参加していただけるよう感染防止策を講じたうえで実施
し、支援の維持継続を図る。

継 → 健康推進課 B

c

産後、不安のある方を
対象に助産師による２４
時間対応で、必要なケ
アと保健指導を行いま
す。

　産後ケアのサービス提供により、母親の育児不安や負
担の軽減につながっているが、より対象者に合ったサービ
スが提供できるよう事業の充実を図る必要がある。今後
はショートステイ型に加え、デイサービス型、アウトリーチ
型の産後ケアを実施していく。

継 ↗ 健康推進課 B

担当課　評価
実　　　　　　績

①　周産期
等における
健康診査
や子育て
の相談、乳
児健康診
査などを実
施する

≪１歳６カ月児健診・３歳児健診事業≫
◎健康センターで集団健診として実施した。
コロナ禍により４月、５月の実施を中止していたが、その間も対象
者に電話連絡をし、状況の把握や相談対応を行った。
・１歳６か月児健康診査：２１回　４６０人（９６．８％）
・３歳児健康診査：２６回　５６６人（９９．１％）

≪すこやか育児サポート事業≫
　コロナ禍により４～６月のセミナー及び７か月児すくすく相談の実
施を中止し、その間ホームページにて育児情報を発信した。
・母子健康手帳の交付：４７１冊
・妊婦等対象セミナー：１１３人
・離乳食セミナー：１０２人
・７か月児すくすく相談：２４１人

≪産後ケア事業≫
・利用人数：１４人、利用日数：６３日

　子育て支援について、行政、家庭、地域が一体となって推進します。
　特に、子育てにおける女性の役割が大きい現状に対して、女性や子どもの健康維持を図るとともに、子育てについて男性の役割を積極的
に考える機会を提供します。
　また、子育て家庭の多様なニーズに対応した保育サービスや児童の放課後対策等を充実します。
　さらに、自立した生活環境を実現するため、貧困など生活上の困難に直面する男女に対し支援を行います。

計画項目 取り組みの概要
令和２年度
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d

母子ともに健全な状態
で妊娠、出産することが
できるよう、妊娠中に必
要な健康診査を行いま
す。

　母子健康手帳交付時に妊婦健康診査受診券等の説明
を個別に対面で行うことで、確実な妊婦健康診査の受診
と、気がかりな妊婦の早期把握、継続支援を行うことがで
きた。
　今後は、多胎妊婦の健康診査の助成回数を増やし、経
済的負担の軽減を図る。

継 ↗ 健康推進課 B

e

乳児を対象に健康診査
を実施し、病気の予防
と早期発見及び健康の
保持増進を図ります。

　予定どおり実施した。未受診者については電話等により
状況を把握し、受診勧奨を行った。健診結果で要経過観
察となった方は、状況確認と必要に応じ支援を行い、健や
かな成長発達を促し、母親の育児不安の解消を図った。
今後も事業を維持継続する。 継 → 健康推進課 B

f

　２～３か月児を対象に
助産師による親子の
マッサージや育児相談
を実施し、母親のストレ
ス解消や仲間づくりの
支援を行います。
　毎月、未就園児を対
象に身体計測や保健師
による健康診断を実施
し、育児支援を行いま
す。
　栄養士による食育講
座を行い、離乳食や栄
養に関する不安を解消
し、食に対する意識向
上を図ります。

　ベビーすこやかセミナーでは、助産師、保育士が育児相
談に対応し母親のストレス解消、母親同士の情報共有、
仲間づくりを支援することができた。また、講座中止期間
中の受講対象者には、セミナー再開後に月齢に関わらず
参加対象とした。
　
　食育講座では、乳幼児の栄養面や食に関する不安の解
消を図った。また食に対する意識の向上を支援することが
できた。

※ベビーすこやかセミナーの対象は、生後２～４か月児に
拡充している。

継 →
子育て総合
支援セン
ター

B

≪妊婦健康診査事業≫
◎県内指定医療機関において個別健診を実施した。県外で健康
診査を受診した場合は、償還払いで対応した。
・妊婦一般健康診査：５，６５５回
・初期血液検査：４４７回
・子宮頸がん検診：４４９回
・ＨＴＬＶ－１抗体検査：４５１回
・性器クラミジア検査：４５５回

≪乳児健康診査事業≫
◎県内指定医療機関において個別健診を実施した。県外で１か
月児健康診査を受診した場合は、償還払いで対応した。
　受診者及び受診率
・１か月児健康診査：４１０人（９２．３％）
・４か月児健康診査：４３７人（９８．４％）
・９～１０か月児健康診査：４４０人（９４．８％）

≪地域子育て支援拠点事業≫
　生後２～４か月児対象の「ベビーすこやかセミナー」や、１歳の
「誕生日訪問」を実施した。
　また、就園児を対象とした発達支援教室を実施した。
　【ベビーすこやかセミナー　１７回　１１６組】
　※新型コロナウィルス感染症感染拡大防止のため４～７月
　　 中止。

　【すくすく健康相談　０ 回　】
　【計測ぐんぐん　　   ０ 回　】
   ※新型コロナウィルス感染症感染拡大防止のため中止。計測
　　　のみ希望者には対応。
　
　【お誕生日訪問　訪問件数　８１件】

　【親子すてっぷ教室  ２９回　１０４組】
　※新型コロナウィルス感染症感染拡大防止のため４～６月
　　 中止。

①　周産期
等における
健康診査
や子育て
の相談、乳
児健康診
査などを実
施する
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a

男性の家事・育児支援
講座を開催し、子育て
における父親の役割を
考える機会を提供しま
す。

　父親と子どもが工作や裁縫を体験をすることで、男性が
子どもと触れ合う機会を提供することができ、家庭内での
育児を推進することができた。
　親子で楽しく参加できる講座を開催することで、子育て
へのハードルを下げた。
　令和元年度には初めて男性のみを対象とした料理教室
を開催するなど、男性が料理をする楽しさを実感し自信を
もつ場を提供し、男女の家事をシェアしていくきっかけを作
ることにより、男女共同参画社会の推進につなげることが
できた。

継 → 市民協働課 Ｂ

b

毎週土曜日に「パパと
遊ぼう」を実施します。

　父親が参加しやすいひろば環境になるよう、ひろば利用
の周知・啓発に努めた。
「パパと遊ぼう」のネーミングについて祖父母やひとり親家
庭の利用者から父親限定の行事と誤解をうけるため、令
和２年度から「パパも遊ぼう」に名称を改めた。

継 →
子育て総合
支援セン
ター

B

a

交流の場の提供・交流
促進や、子育てに関す
る相談・援助、地域の
子育て関連情報の提
供、子育て支援に関す
る講習等を実施しま
す。
地域の子育て支援事業
を円滑に利用できるよう
個別ニーズの把握、関
係機関との連絡調整・
連携、協働の体制づくり
等の利用者支援事業を
組み合わせ、さらに機
能強化を図ります。

　子育て親子の交流の場の提供と交流の促進、子育てに
関する相談、地域の子育て関連情報の提供、子育て支援
に関する講習会等を行い、子育ての不安感の緩和を行っ
た。
　
　新型コロナウィルス感染症対応として、子育て家族がお
うちでも楽しめる、手遊び等を紹介する番組　「ほほえみた
いむ」をRCNで放映し、子育て家族のステイホーム中の支
援を行った。

※臨時休館　➀ ４/２３（木） ～ ５/７（木）
　　　　　　　  　➁ ２/１８（木） ～ ２/２１（日）

継 →

児童家庭課
子育て総合
支援セン
ター

B

≪地域子育て支援拠点事業≫
・毎週土曜日開催
【開催回数　９０　回】
　総合　４５ 回、粟野　４５ 回
【パパ参加人数　　２９８　人】
　総合　１６０　人　粟野　１３８　人
【平均参加者数】
　総合　３．５６　人／回　　 粟野　３．０７　人／回
※新型コロナウィルス感染症拡大防止のため,休館期間中の
　 ４/２５、５/２、５/９、５/１６、R３/２/２０ は中止

③　子育て
支援ネット
ワーク活動
など、地域
全体で子
育てを支援
する

≪地域子育て支援拠点事業≫
・子育てひろば
　【延べ利用人数　総合　１１，２２４人　 粟野　１０，３２３人】

・子育て関連情報や知識を提供し、育児相談を実施した。
　【相談件数　ひろば　１，２２９件　　電話・メール　２３件含む】

・子育て基本講座
　　【 総合　９回 　 延べ人数　　１９３人】
  　【 粟野　８回　　延べ人数　  １６９人】
　※新型コロナウィルス感染症拡大防止のため４～７月は中止

・公立保育園対象のマイ保育園事業は、新型コロナウィルス感染
症拡大防止のため中止。
　【登録数０組　登録妊婦数 ０組　参加数 ０組】
　

②　子育て
における父
親の役割
を考える講
座を開催す
る

≪男女共同参画推進事業≫
・男性の家事・育児支援講座を開催
　講　座　　「パパといっしょに工作教室
　　　　　　　～オリジナルのガチャガチャを作ろう～」
　講　師　　文室　千代　氏
　日　時　　令和２年１０月３日（土） １０時００分～１２時００分
　場　所　　南公民館　ホール
　参加者　　１３名（父親　５名、子　８名）…５組

・男性の家事支援講座を開催
　講　座　　「パパといっしょに裁縫教室
　　　　　　　～手作りのマスクを作ろう～」
　講　師　　hari hari works  堀居　唯　氏
　日　時　　令和２年１２月１９日（土） １３時３０分～１５時３０分
　場　所　　南公民館 ホール
　参加者　　１２名（父親　６名、子　６名）… ６組
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b

保育園で地域・世代間
交流を深め、児童の健
全育成を図ります。

　地域開催のイベントに積極的に参加した。また、お年寄
りや小中学生、地域の人々と交流を持ち、地域活動の充
実を図った。 継 → 児童家庭課 B

c

妊婦や未就園児の親
子等が身近な保育園に
登録することにより、出
産前から入園までの
間、特に不安の多いこ
の時期に保育士等が継
続的な子育て支援に応
じます。
また、通常保育園内に
おいて保護者と保育士
の間で相談援助を行い
ます。

　令和２年度は中止としたが、今後について、公立保育園
と協議し、開催について検討する。

継 →
子育て総合
支援セン
ター

Ｃ

d

子育て中の親子が利用
しやすいように、市内
７ヶ所に出向いて、出張
子育てひろばを実施し
ます。
また、地域のひろばに、
ボランティアの参加を呼
びかけます。
子育てサークルに対し
活動場所を提供しま
す。

　新型コロナウィルス感染症感染拡大防止のため、地域
のボランティアへの積極的な参加要請は見合わせたが、
今後は感染状況等により参加要請について検討する。

継 →
子育て総合
支援セン
ター

B

e

児童文化センターにお
いて、親子で製作や遊
びを体験する中で、子
どもの発達を促し、親同
士の交流を深めて子育
てを楽しんでもらいま
す。

　コロナ禍のなかではあったが、感染症予防対策を徹底し
ながら、季節行事や運動遊びを通し、集団の中で親子の
絆を深めながら個々の発達を助長し、友達とのつながりや
親同士の交流を深めた。 継 →

児童文化セ
ンター

B

f

児童文化センターにお
いて、親子が気軽に集
い、交流、育児相談等
を行う場を提供します。

　コロナ禍のなかではあったが、感染症予防対策を徹底し
ながら、子育てサークル等へ親子が気軽に集い、交流、
育児相談等を行う活動の場を提供した。
　活動後、当施設を利用して遊ぶなど相乗効果があった。 継 →

児童文化セ
ンター

B

≪地域子育て支援拠点事業≫
・出張すくすくひろば（市内６カ所）
　【参加延べ人数　１，１８０人】
　【ボランティア延べ人数 １１人】

・子育てサークルへの活動場所の提供

※新型コロナウィルス感染症拡大防止のため４～６月は中止

≪親子なかよしひろば≫
　「親子なかよしひろば」を開催した。
　　　開催数　　 ９回実施
　　　対象者　　 主に未就園児とその保護者
　　　参加人員　幼児７０名　保護者５９名
　　　※４月１３日から５月１８日まで新型コロナウィルス感染対策
　　　　 のため、臨時閉館とした。

≪関係団体の活動への支援≫
　おやこきらりん広場等の団体に活動の場を提供した。
　　　団体　　　      　　　 ３団体
　　　利用回数　       　　６７回
　　  利用人数　　　　　　 １，１５７人
　　　※４月１３日から５月１８日まで新型コロナウィルス感染対策
　　　 　のため、臨時閉館とした。

③　子育て
支援ネット
ワーク活動
など、地域
全体で子
育てを支援
する

≪保育所地域活動事業≫
　各保育園にて実施

≪マイ保育園登録事業≫
　公立保育園対象のマイ保育園事業は、新型コロナウィルス感染
症拡大防止のため中止。
　【登録数０組　登録妊婦数 ０組　参加数 ０組】

‐23‐



a

多様化・複雑化・深化す
る保育ニーズに対応す
るため、様々な保育
サービスを提供し、子
育てしやすい環境整備
を推進します。

　保護者の幅広いニーズや就労形態の多様化に応え、保
育の必要性の認定、給付を行った。

継 → 児童家庭課 Ｂ

a

保護者が就労等により
昼間家庭にいない児童
に対し、放課後に適切
な遊び及び生活の場を
用意しその健全育成を
図ります。
小学校６年生までの受
入れ拡大を順次進めま
す。

　保護者が就労等により昼間家庭にいない児童に対し
て、放課後に適切な遊び及び生活の場を用意しその健全
育成を図った。

継 → 児童家庭課 Ａ

b

安全、安心な活動場所
を確保し、家庭・学校・
地域が一体となって、
児童に学習や様々な体
験、交流活動の機会を
提供するために放課後
子ども教室等を推進し
ます。

　コロナ禍のなかではあったが、感染症予防対策を徹底し
ながら、様々な教室を開催することができた。
　学校から遠い公民館は、参加する児童が少ないことが
課題。

継 → 生涯学習課 B

≪放課後地域子ども教室推進事業≫
　平日の放課後又は週末、長期休業期間中に開催
　９地区中８地区公民館において開催　９２回　延べ９０４名参加

④　子育て
家庭の多
様なニーズ
に対応した
保育サービ
スを充実す
る

≪保育サービスの充実≫
・公立保育所１０か所、私立保育所８か所、認定こども園４か所、
地域型保育事業所３か所
・令和２年４月１日時点　　２号認定１，２７８人、３号認定６３３人
・令和３年３月１日時点　　２号認定１，２８６人、３号認定７６３人

⑤　児童の
放課後対
策を充実す
る

≪放課後児童健全育成事業≫
　１７か所　９５９人
　松原児童クラブの松原小学校内での分散化運営開始（令和２年
９月）
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　施策８　自立した生活環境をつくる

成果/課題 次年度 方向性

a

児童扶養手当の給付
や母子家庭等への医
療費助成等を行い、経
済的負担を軽減しま
す。

　児童扶養手当の支給等により、ひとり親家庭の経済的
負担を軽減した。

継 → 児童家庭課 Ｂ

b

就学困難な児童生徒の
保護者に対し、学用品
購入費等の補助を行い
ます。

　就学援助を行う事によって、就学困難な児童・生徒の保
護者の経済的負担の軽減を図り、児童・生徒の就学機会
を確保することができた。 継 → 学校教育課 B

a

母子家庭の母又は父
子家庭の父の早期自
立を目指し、就業に結
びつきやすい看護師や
介護福祉士等の資格を
取得する期間の経済的
負担の軽減を図りま
す。
また、資格取得のため
の講座受講費用の一
部を支給します。
さらに、ひとり親家庭が
日常生活において一時
的に家事援助、保育等
のサービスが必要と
なった場合に、支援を
図ります。

　ひとり親家庭の早期自立を目指し、就業に結びつきやす
い資格を取得する期間の経済的負担の軽減を図った。
　資格取得というスキルアップが収入の安定に繋がった。

継 → 児童家庭課 Ｂ

b

ひとり親家庭の状況を
把握し、母子・父子自立
支援員を中心として就
労相談等を行います。

　母子・父子自立支援員を中心とした就労相談を実施し、
敦賀公共職業安定所との連携を図った。

継 → 児童家庭課 Ｂ

c

安心して相談ができる
ように、相談窓口、相談
電話を設置します。
また、保育士が常時相
談に応じると共に、必要
な情報を提供し、働きな
がら安心して子育てが
できるよう支援します。

　利用者支援窓口、相談電話を設置し、 相談者の気持ち
に寄り添い、そのニーズを把握して、様々な子育て支援
サービスの中から最も適したものを選べるよう支援を行っ
た。

継 →

子育て総合
支援セン
ター B

≪子育て等の相談への対応≫
　母子・父子自立支援員（１名）を配置

≪地域子育て支援拠点事業、利用者支援事業≫
・相談件数
　【地域子育て支援拠点事業】　  　　面接相談　　　 　１，２２９ 件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 うち電話・メール   　 ２３ 件
　【利用者支援事業】　　　　　　　　　  面接相談        　　　４８８ 件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　うち電話・メール     １３１ 件

担当課　評価
実　　　　　　績

①　貧困な
ど生活上
の困難に
直面する男
女への支
援をする

≪ひとり親家庭への支援事業≫
経済的負担を軽減するため各事業を実施した。
　・児童扶養手当支給事業（年６回支給）
　・母子家庭等医療費助成事業（毎月）
　・母子家庭等福祉資金貸付事業（随時）

≪就学援助事業≫
　経済的理由により就学困難な児童３３７名と生徒１８４名の保護
者に対して就学援助を行った。
　さらに、令和３年度入学者のうち就学困難な入学前児童３９名と
生徒４５名の保護者に対して入学前準備金の補助を行った。

②　ひとり
親家庭が
安心して子
育てができ
るよう、相
談活動や
就職支援
などを行う

≪ひとり親家庭への自立支援事業≫
　高等職業訓練促進給付金受給者　３名
　自立支援教育訓練給付金受給者　２名
　介護職員初任者研修（自立支援センター主催）　０名

計画項目 取り組みの概要
令和２年度
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　施策９　福祉サービスの充実で高齢者や障がい者の生活を支援する

成果/課題 次年度 方向性

a

バスやタクシー等に利
用できる外出支援券の
交付や老人福祉バスの
運行により、高齢者の
活動的な生活環境を維
持し、社会参加の促進
及び健康増進を目指し
ます。

　在宅高齢者の積極的な社会参加及び介護予防を含め
た外出の機会を提供できた。

継 → 長寿健康課 B

b

重度の身体障がい者
が、日常生活に著しい
障がいがあるため住宅
を改造する必要がある
とき、その費用の一部
を助成します。

　住宅改造を行うことにより、重度身体障がい者の日常生
活の改善を図ることを目的としているが、今年度は補助件
数が０件であった。
　今後も継続して周知活動を行うとともに、適正な支給決
定を行っていく。

継 → 地域福祉課 Ｂ

c

国の制度に基づき、障
がい者（児）への介護支
援や、施設通所による
訓練の支援等を行いま
す。

　関係機関との連携、本人、家族からの聞き取りにより、
障がい者の状態や家族背景、環境に合わせた適切な
サービスの支給決定ができた。

継 → 地域福祉課 Ｂ

担当課　評価
実　　　　　　績

①　住み慣
れた地域・
自宅での
生活が続
けられる
サービスを
提供する

≪高齢者外出支援事業≫
　８０歳以上の高齢者にバス、タクシー、介護タクシー等に利用で
きる外出支援券を交付した。
　　　利用者数　２，３７４人

≪重度身体障害者住宅改造補助金≫
　重度身体障がい者が、日常生活に著しい障がいがあるため、住
宅を改造する必要がある場合に費用の一部を補助する。
　　　補助件数　０件

≪障害福祉サービス費 ≫
・在宅又は施設において、生活上又は療養上の必要な介護等を
支援した。
・家庭に複数の障害福祉サービスの利用者がいる場合等にそれ
ぞれの合算額が上限額を超過した場合に、超過額を支給し支援
した。
・身体的又は社会的なリハビリテーションや就労へのつながりを支
援した。
　　　介護給付費　　　　　　　対象延べ人数　５，２５４人
　　　訓練等給付費　　 　　　対象延べ人数　３，４８２人
　　　計画相談支援給付費　対象延べ人数　１，７８８人

基本課題（６）高齢者や障がい者福祉・介護における男女共同参画を推進する

　高齢者や障がい者がいきいきと安心して暮らすためには、生活面での環境整備と自立支援が重要です。
　そこで、住み慣れた地域や自宅での生活が続けられるサービスを提供するとともに、特に、介護等の相談活動や情報提供を充実させま
す。

計画項目 取り組みの概要
令和２年度
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d

身体障害者手帳所持
者及び難病の方に対
し、必要に応じて、義
肢・装具・車いす等の補
装具の購入や修理に係
る費用を原則１割の自
己負担で支給します。

　障がいの特性に合わせた補装具費を支給することによ
り、身体機能を補うための支援を行うことができた。

継 → 地域福祉課 Ｂ

e

重度心身障がい者（児）
及び難病患者の日常生
活を容易なものとする
ため、日常生活用具を
給付し、自立した日常
生活を支援します。

　日常生活用具を給付することにより、障がい者の日常生
活の向上を図ることができた。

継 → 地域福祉課 Ｂ

f

障がい者の地域での自
立生活や社会参加を促
すため、外出時の移動
を支援します。

　サービス利用希望者のニーズを十分に聞き取り、障が
いの状態や家族構成、日常生活能力等を勘案し、適切な
支給決定につなげることができた。 継 → 地域福祉課 Ｂ

g

施設にて、創作的活
動、生産活動の機会を
提供し、社会との交流
などを支援します。

　サービス利用希望者のニーズを十分に聞き取り、障が
いの状態や家族構成、日常生活能力等を勘案し、適切な
支給決定につなげることができた。 継 → 地域福祉課 Ｂ

h

介護給付の支給対象と
ならない障がい者に対
し、家事や日常生活に
関して必要な支援を行
います。

　サービス利用希望者のニーズを十分に聞き取り、障が
いの状態や家族構成、日常生活能力等を勘案し、適切な
支給決定につなげることができた。 継 → 地域福祉課 Ｂ

i

在宅の要介護高齢者
が行う、介護保険給付
対象外の住宅の改造
工事等に対して助成を
することにより、高齢者
の在宅生活の維持向
上及び福祉の増進を図
ります。

　要介護者のニーズに合わせた支援を行い、在宅生活の
維持向上を図るため引き続き実施していく。

継 → 長寿健康課 B

≪生活サポート事業≫
　介護給付の支給対象とならない障がい者に対し、家事や日常生
活を支援した。
　　　延べ利用者数　　　　６４人
　　　延べ利用回数　　　３６２人

≪住環境整備事業≫
　要介護３以上または、車いすを使用し要介護１以上と認定され
た高齢者の自宅を暮らしやすい住空間にするため、床及び壁等
の材質の変更等改修費用の一部を助成し、在宅生活を支援した。
　　　助成件数　１件

①　住み慣
れた地域・
自宅での
生活が続
けられる
サービスを
提供する

≪補装具費≫
　義肢、装具、車いす等の補装具の購入や修理に係る費用を支
援した。
　　　支給件数　１２５件

≪日常生活用具給付事業≫
　障がい者に、日常生活用具を給付し、自立した日常生活を支援
した。
　　　給付件数　１，８９３件

≪移動支援事業≫
　障がい者の自立生活や社会参加を促すため、外出時の移動を
支援した。
　　　延べ利用者数　　　４４５人
　　　延べ利用回数　１，６１９人

≪地域活動支援センター事業≫
　施設にて、創作的活動、生産活動の機会を提供し、社会との交
流等を支援した。
　　　延べ利用者数　　　５１１人
　　　延べ利用回数　３，６４５人
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j

エレベーターが設置さ
れていない市営住宅の
２階以上の入居世帯に
ついて、入居者の身体
が不自由なため１階に
移動したい場合には、
住宅交換を行います。

　病気や障がい、高齢により、市営住宅の２階以上の部屋
への昇降が困難であった入居者が、他の市営住宅の1階
部屋等に移転することにより、生活し易くなった。

継 → 住宅政策課 B

k

市営住宅における高齢
者・身体障がい者の居
住の安定を図るため、
手すりの設置等バリア
フリー修繕及び改修工
事を行います。

　病気や障がい等により歩行困難な市営住宅入居者が、
玄関・浴室・トイレ等に手すりを設置したり、段差を無くすこ
とで、生活し易くなった。

継 → 住宅政策課 B

l

高齢者が住み慣れた地
域で安心して生活が継
続できるよう、訪問介
護、通所介護、福祉用
具貸与、住宅改修費等
の介護保険給付を行い
ます。

　第６期及び第７期介護保険事業計画に基づき、要介護
認定・要支援認定のある方に対し、住み慣れた地域で生
活が継続できるよう各給付を行った。
　令和３年度以降は第８期介護保険事業計画に基づき、
円滑かつ安定的な運営を図り、適正なサービスを真に必
要な人に提供していく。

継 → 長寿健康課 B

a

男女共同参画推進講
座（市民対象）の開催に
おいて、介護の役割分
担や負担軽減に関する
テーマを設けます。

　事業所推進員研修会において、福井県の女性の就労の
特徴や育児・介護のダブルケアとなるリスクがあること、男
性の家事・育児・介護などの役割分担が重要であることを
考える機会を設けた。
　平成３０年度には「男性が介護するということ～男女共
に介護を担う時代～」をテーマとして講座を開催するなど、
今後も介護の役割分担や負担軽減を啓発していく。

継 → 市民協働課 B

a

市との協働事業やまち
づくりのための事業を
提案する市民活動団体
に対し補助金を交付し
ます。

　補助金は、来敦者へのおもてなし活動を推進する事業
に利用され、新幹線開業に向けたまちづくりの一助となっ
た。
　計画期間を通し、延べ８件の事業に対し補助金の交付を
行い、市民活動団体による活動の促進につなげることが
できた。
　今後はより活用しやすい補助金となるように制度を見直
し、より一層市民活動の活性化を図っていく。

継 ↗ 市民協働課 B

≪居宅介護（予防）サービス給付等事業≫
　住み慣れた地域での生活が継続できるよう、訪問介護、通所介
護、福祉用具貸与、住宅改修等の各保険給付を行った。
　延べ６９，２９２件

②　介護の
役割分担
や負担軽
減に関する
講座を充
実する

≪男女共同参画推進事業≫
・事業所推進員研修会
　演　題　　「福井県の労働とジェンダー」
　講　師　　仁愛大学人間学部コミュニケーション学科
　　　　　　　准教授　織田　暁子　氏
　日　時　　令和３年３月８日（月）～３月１９日（金）
　方　法　　講師管理ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル　限定公開
　視　聴　  ７３回
　内　容　　福井県の労働、特に女性労働の特徴や県内における
　　　　　　　嶺北・嶺南の地域差などについて学んだ。

③　福祉
サービスを
提供する市
民活動団
体や機関
の活動を
促進する

≪市民協働事業補助金≫
・市民活動団体等に市民協働事業補助金制度の周知及び交付を
実施
　申請件数　１件　交付件数　１件

①　住み慣
れた地域・
自宅での
生活が続
けられる
サービスを
提供する

≪市営住宅住宅交換≫
・エレベーターが設置されていない市営住宅の２階以上に入居し
ている身体が不自由な方等がいる世帯を、１階部屋等に移転し
た。
交換実績：２件

≪市営住宅維持修繕≫
・市営住宅内の手すり設置や段差解消等のバリアフリー改修工事
を行った。
改修実績：３件
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a

障がい者及びその家族
に対し、日常生活等に
関する相談、必要な情
報の提供等を総合的に
行います。

　相談者のニーズに応じた情報提供、助言を行うことがで
きた。また、必要に応じて関係機関と情報共有を行うこと
ができた。

継 → 地域福祉課 Ｂ

b

高齢者の総合相談窓
口として、介護・福祉・
医療等の各種相談に対
応し、適切な介護サー
ビス利用の助言や家族
支援を行うため、地域
包括支援センターの運
営等を行います。

　高齢者の総合相談窓口として各種相談に対応し、関係
機関と連携し対応、支援することができた。今後も増加が
予想される高齢者に関する各種相談に対応していき、関
係機関との連携を図っていく。

継 → 長寿健康課 B

④ 　介護
等の相談
活動や情
報提供を
充実する

≪相談支援事業≫
　相談者に対し必要な情報の提供や助言、関係機関との連絡調
整を行い、障がい者本人や保護者を支援した。
　　　　　延べ相談件数　　　１８，１８７件

≪包括的支援事業≫
・高齢者やその家族等の各種相談（虐待・権利擁護含む）に対応
し、情報提供や関係機関との連携、支援を実施
　総合相談件数　延べ１２，９２２件
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基本課題（７）地域社会における男女共同参画を推進する

　施策１０　地域活動の中で機会をとらえて啓発を行う

成果/課題 次年度 方向性

a

県の男女共同参画月
間（６月）や国の「女性
に対する暴力をなくす
運動」期間（１１月）に合
わせ、地域の施設やイ
ベントにおいて、啓発パ
ネル展やチラシ配布を
実施します。

　令和２年度は街頭キャンペーンを中止としたため、事業
所５１か所へポスターを持参し、事業所内にて掲示を依頼
した。実施した年度においては、街頭にて啓発活動を行う
ことによって、広く啓発を行うことができた。
　また、啓発活動の事前周知や啓発活動の様子をホーム
ページに掲載をすることで、より広く周知することができ
た。 継 → 市民協働課 Ｂ

a

住んでいたり、関わって
いる区や地区の様々な
活動に積極的に参加し
ましょう。

　前回調査時（平成２６年度）は夫が中心が４０．８％、妻
が中心２２．０％、夫と妻と同程度が３７．２％であり、今回
の調査結果からは地区の活動に妻の参加が増えているこ
とが見受けられる。

― ― ― ―

担当課　評価
実　　　　　　績

①　地域の
施設やイベ
ントを通じ
て啓発を行
う

≪男女共同参画推進事業≫
・男女共同参画啓発パネル展を敦賀駅交流施設オルパークで開
催した。（６月１２日～６月１９日）

・ＤＶ被害防止啓発パネル展を市役所とオルパークで開催した。
　（１１月１２日～１１月１７日市役所、１１月１８日～１１月２５日
　　オルパーク）
　オルパークでの開催中は、敦賀気比高校生が制作したＤＶ被害
防止のシンボルマークであるパープルリボンを描いたポスターの
展示を行った。

・新型コロナウイルス感染拡大防止のため、街頭キャンペーンを
中止とした。

②　男女と
も地区コ
ミュニティ
の活動に
積極的に
参加する

≪市民の取り組み≫

・「町内会・自治会への参加」
※

令和元年度  　主に夫　　　　　　　　３６．８％
　　　　　　　　　 主に妻　　　　　　　　３１．４％
　　　　　　　　 　夫と妻が同程度　　３１．８％

※比較のため、「他の家族が中心」、「該当なし」、「無回答」等の
　 データは除外。

（令和元年度敦賀市男女共同参画に関するアンケート調査より）
　市民調査：市内に居住する満１８歳以上の男女１，２００人を
　　　　　　 　 無作為抽出（回収票数　４５４件、回収率　３７．８％）

　市民のボランティア活動への参加意識が高まる中で、地区コミュニティにおける男女共同参画を最も重点的に推進すべき機会となりま
す。
　そこで、本市が委嘱している男女共同参画推進員と連携して、啓発を行います。
　特に、女性役員の登用については、地区の自主的な判断によって女性が登用されるよう、市での取り組みを進めます。
　また、東日本大震災においては、様々な意思決定過程への女性の参画が十分に確保されず、男女のニーズの違い等に配慮されないなどの
課題が生じました。
　そこで、男女共同参画の視点から防災対策を進めることで、地域防災活動や避難行動要支援者支援を行うとともに、女性の視点による防
災まちづくり活動を推進します。

計画項目 取り組みの概要
令和２年度
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　施策１１　政策決定・推進の場で女性の活躍を推進する

成果/課題 次年度 方向性

a

市の各種審議会や委
員会での女性の積極的
登用を図るため、庁内
関係部署へ協力を促し
ます。

　平成２８年度の審議会女性の割合２３．８％より改善は
見られるが、第３次つるが男女共同参画プランの目標数
値指針である３０％をまだ達成できていない。女性登用率
３０％未満の原因を調査した結果に基づき、選出方法の
見直しや男女の構成比への配慮を含めた団体などへの
依頼、又は依頼先の変更などにより、達成できるよう今後
も継続して推進する必要がある。

継 → 市民協働課 Ｂ

a

地区の自主的な判断に
よって地域団体の役員
等に女性が登用される
よう区長連合会への働
きかけを行います。

　コロナ禍において、総会が開催されず、地域活動等の実
施が困難な状況にあった。
　女性の区長がより多く登用されるよう、今後一層の啓発
に取り組む必要がある。

継 → 総務課 C

a

男女を問わず、誰もが
区や地区の中で積極的
に参加できるしくみをつ
くりましょう。

　前回調査時（平成２６年度）は夫が中心が４０．８％、妻
が中心２２．０％、夫と妻と同程度が３７．２％であり、今回
の調査結果からは地区の活動に妻の参加が増えているこ
とが見受けられる。

― ― ― ―

①　各種審
議会や委
員会での
女性の登
用率向上
を図る

≪各種審議会や委員会での女性の積極的登用の働きかけ≫
・各種審議会や委員会に女性の登用状況調査を行った。
・審議会女性の割合２６．３％、委員会女性の割合１８．５％
・庁議において働きかけを行った。

②　区長や
ＰＴＡ会長
等地域団
体の代表
または役員
などへの女
性の登用
を促進する

≪区長連合会等への働きかけ≫
・男女共同参画に関するパンフレットを区長に配布した。（市民協
働課から）

③　地域に
おける制
度・慣行を
見直す

≪地域の取り組み≫

・「町内会・自治会への参加」
※

令和元年度  　主に夫　　　　　　　　３６．８％
　　　　　　　　　 主に妻　　　　　　　　３１．４％
　　　　　　　　 　夫と妻が同程度　　３１．８％

※比較のため、「他の家族が中心」、「該当なし」、「無回答」等の
　 データは除外。

（令和元年度敦賀市男女共同参画に関するアンケート調査より）
　市民調査：市内に居住する満１８歳以上の男女１，２００人を
　　　　　　 　 無作為抽出（回収票数　４５４件、回収率　３７．８％）

計画項目 取り組みの概要
令和２年度

担当課　評価
実　　　　　　績
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　施策１２　男女共同参画の視点からの防災対策を進める

成果/課題 次年度 方向性

a

男女共同参画推進講
座（市民対象）や男女
共同参画推進員研修
会（地域推進員対象）
の開催において、男女
共同参画の視点からの
防災に関するテーマを
設けます。

　地域推進員研修会において、防災をテーマとして、高齢
者・障がい者・子ども・女性の視点から避難生活での要望
事項、対応策や、日頃家庭における備蓄品の準備などに
ついて学ぶ機会を設けた。
　今年度は敦賀市の公式チャンネルを用いた一般公開と
することで視聴数は２０９回となり、昨年までの地域推進
員５０名を対象とした研修と比較すると３倍を超える多くの
市民へ啓発できたと考えられる。今後も研修方法として、
オンライン研修を積極的に取り入れていく。
　男女共同参画の視点を防災に組み込むことは重要であ
り、講座を今後も開催する。

継 → 市民協働課 Ａ

b

ひとり暮らし高齢者や
障がい者の方などで日
常的に家族の支援を受
けられない方、また、家
族だけでは支援が困難
で何らかの助けが必要
な方等避難行動要支援
者を対象として、災害時
における地域ぐるみの
避難支援体制づくりを
行います。

　避難行動要支援者台帳に登録していただくことにより、
ひとり暮らし高齢者や障がいのある方等、避難行動要支
援者の避難支援体制の整備を図ることができた。

継 → 地域福祉課 Ｂ

①　男女共
同参画の
視点で地
域防災活
動や避難
行動要支
援者支援、
環境保全
活動を行う

≪男女共同参画推進事業≫
・地域推進員研修会
　演　題　　「女性目線、ママ目線の防災
　　　　　　　～女性防災士からのワンポイントアドバイス～」
　講　師　　防災ママかきつばた　代表　高木　香津恵　氏
　日　時　　令和３年２月９日（火）～３月２６日（金）
　方　法　　敦賀市ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル　一般公開
　視　聴　  ２０９回
　内　容　　女性目線、ママ目線の視点から防災、備蓄品について
　　　　　　　学んだ。
　
　
 

≪避難行動要支援者対策等推進事業≫
　ひとり暮らし高齢者や障がいのある方等避難行動要支援者の災
害時における地域ぐるみの地域支援体制を整えることによって、
スムーズな避難を支援した。
　　要支援者避難台帳　９７８名登録（Ｒ３．３．３１）

計画項目 取り組みの概要
令和２年度

担当課　評価
実　　　　　　績
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c

市のすべての区の区長
で組織する敦賀市地域
防災連絡協議会の活
動を助成し、自主防災
活動の充実強化を図り
ます。
敦賀市地域防災連絡
協議会では、男女の区
別なく、地域における住
民及び事業所が一体と
なって自主的に防災活
動に取り組み、防災意
識の普及啓発及び防災
訓練の徹底を図り、災
害の未然防止と被害の
拡大を防止します。

　災害対応は、「自助」、「公助」だけではなく、地域におけ
る「共助」が不可欠である。災害発生後、被災者の救助・
救急活動等において重要な役割を担う自主防災組織で
は、男性だけでなく、女性も自主的に役割を担うため、組
織の体制及び活動の強化に繋がる各種補助事業等を通
年で実施することができた。

継 →
危機管理対
策課 B

d

環境を良好な状態に保
持するために、クリーン
アップふくい大作戦によ
る気比の松原清掃活動
を実施します。
本事業は男女が共に気
軽に取り組むことができ
る環境保全活動として
毎年多くの市民に参加
していただいています。

　令和２年度は予定していた活動について、中止とした。
令和２年度の開催中止は新型コロナウイルス感染症の拡
大防止の観点によるものであるが、それ以外の年度につ
いては男女・年代関係なく幅広い世代の方に参加してい
ただくことができ、市民一丸となって清掃活動を実施する
ことができた。 継 →

環境廃棄物
対策課 C

e

敦賀市環境美化推進
員と連携し、ごみの分
別と減量等の理解を図
り生活環境の美化を推
進します。

　左記推進員の配置により、家庭から出るごみの区民へ
の分別指導と、ごみステ－ションの美化が進められている
が、男女が共に参加することにより、地域の環境美化推進
の強化が図られている。

継 →
清掃セン
ター Ｂ

≪環境保全活動など快適な生活環境づくりへの取り組み≫
　クリーンアップふくい大作戦による気比の松原での清掃活動
令和２年６月７日（日）に予定していたが、新型コロナウイルス感染
拡大防止のため開催を中止とした。

≪環境美化推進員活動≫
　各地区に地元から選任された環境美化推進員を委嘱配置した。
　　推進員総数２５６人　うち女性６９人

①　男女共
同参画の
視点で地
域防災活
動や避難
行動要支
援者支援、
環境保全
活動を行う

≪地域防災連絡協議会補助金≫
　地域における住民及び事業者が一体となって自主的に防災対
策活動に取り組み、防災意識の普及啓発及び防災訓練の徹底を
図るための取り組みができた。
【主な事業】
　８月　少年消防クラブ防災研修会
　８月　福井県女性防火クラブ連絡協議会研修会
１０月　第５８回敦賀地区自衛消防操法大会
１１月　幼年消防クラブ防火教室
　２月　敦賀市自主防災会・女性防火クラブリーダー研修会

※当初予定していた上記事業については、新型コロナウイルス感
　 染拡大防止のため開催を中止とした。

【通年】
・消火訓練・防火教室等（３２４回実施　１１，１４８人参加）
・救急講習（１７回実施　２４２人受講）
・防災訓練奨励助成実績（１区）
・防災資機材購入助成実績（４５区）
・防災資機材倉庫設置助成実績（２区）
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　予定していた研修会は中止とした。
　地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策
の実施により地域の防災力向上を図るため、性別、年齢
等にかかわらず、参画型・体験型の学習機会を提供する
などして、多様な住民が自主的に考える機会を今後も設
けていく。 継 →

危機管理対
策課 Ｃ

　平成２８年には団体が主催するイベント活動を支援し、
女性の視点から防災について考えるきっかけ作りに寄与
した。今後も情報提供や助言を行っていきたい。 継 → 市民協働課 Ｃ

②　女性の
視点による
防災まちづ
くり活動を
推進する

a

女性の視点から防災ま
ちづくりを考える団体に
対し、適切な情報提供
や助言をし、本市にお
ける防災に必要な対
策・対応に女性の視点
を取り入れていきます。

≪女性の視点による防災まちづくり活動への支援≫
【主な事業】（敦賀市地域防災連絡協議会補助金から再掲）
　敦賀市自主防災会・女性防火クラブリーダー研修会
　令和３年２月に予定していたが、新型コロナウイルス感染拡大防
止のため研修開催を中止とした。

≪女性の視点による防災まちづくり活動への支援≫
・令和２年度は活動なし
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基本課題（８）市民や市民活動団体との協働による男女共同参画を推進する

　施策１３　まちづくり活動の団体を育成・支援し、団体間でのネットワーク化を図る

成果/課題 次年度 方向性

a

市との協働事業やまち
づくりのための事業を
提案する市民活動団体
に対し補助金を交付し
ます。

　補助金は、来敦者へのおもてなし活動を推進する事業
に利用され、新幹線開業に向けたまちづくりの一助となっ
た。
　計画期間を通し、延べ８件の事業に対し補助金の交付を
行い、市民活動団体による活動の促進につなげることが
できた。
　今後はより活用しやすい補助金となるように制度を見直
し、より一層市民活動の活性化を図っていく。

継 ↗ 市民協働課 B

b

市民活動団体等への
情報提供や支援を実施
します。

　市民活動団体等による催しなどについて、市ホームペー
ジ、行政チャンネル及び広報つるがへの掲載を行い、市
民活動団体等の活動を広く市民に周知できた。
　計画期間中継続的に情報提供、広報等を行った。今後
も、引き続き同事業を実施する予定である。

継 → 市民協働課 Ｂ

c

自助・共助・公助のう
ち、地域で互いに力を
合わせて助け合いなが
ら防災対策を行う共助
を支援するため、各地
区の区長等で組織する
自主的な防災活動へ取
り組む団体へ補助金を
交付します。

　災害対応は、「自助」、「公助」だけではなく、地域におけ
る「共助」が不可欠である。災害発生後、被災者の救助・
救急活動等において重要な役割を担う自主防災組織の
体制及び活動の強化に繋がる防災資機材購入及び防災
訓練等への助成を実施することができた。 継 →

危機管理対
策課 B

d

環境基本計画の推進を
図るため、環境基本計
画を実践する組織であ
る「つるが環境みらい
ネットワーク」の活動に
対する支援・助成を行
います。

　つるが環境みらいネットワークは男女関係なく幅広い世
代の方が運営側として参画しており、参加者側においても
男女関係なく幅広い世代の方が参加していただける環境
が整っている。 継 →

環境廃棄物
対策課 B

≪地域防災連絡協議会補助金≫
【主な事業】
４月２０日　地域防災連絡協議会　常任理事会
４月２２日　敦賀少年消防クラブ連合会委員会（書面開催）
４月２８日　地域防災連絡協議会　総会（書面開催）
５月１５日　福井県女性防火クラブ連絡協議会総会（書面開催）
６月　５日　敦賀地区少年女性防火推進委員会定例会（書面開
催）

≪つるが環境みらいネットワークが行う環境活動推進への支援≫
　つるが環境みらいネットワークが行う環境活動推進への支援を
実施
　当初予定していた環境フェアは中止となったが、代替事業として
食品ロスの低減による環境負荷の軽減を目的としたフードドライブ
の実施について支援を行った。（食品提供協力者　２８組５２名。
関係団体に寄附）

担当課　評価
実　　　　　　績

①　まちづ
くり活動に
ついての情
報提供や
支援を行う

≪市民協働事業補助金≫
・市民活動団体等に市民協働事業補助金制度の周知及び交付を
実施
　申請件数　１件　交付件数　１件

≪市民協働・ＮＰＯ等活動推進事業≫
・市内で活動する市民活動団体等への情報提供や広報等を実施
した。

　市民のボランティア活動への参加意識が高まる中で、ＮＰＯ法人等の市民活動における男女共同参画を最も重点的に推進すべき機会とな
ります。
　そこで、ＮＰＯ法人等の市民活動団体が行うまちづくり活動についての情報提供や支援を行います。
　また、男女共同参画を推進する団体・グループへの支援と交流を促進し、市民協働による男女共同参画を推進します。

計画項目 取り組みの概要
令和２年度
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e

男女共同参画を推進す
る上で、参加する女性
の割合が高い図書館の
ボランティア活動におい
て、その活動支援を行
います。

　参加する女性の割合が高い図書館ボランティア活動に
おいて、活動場所の提供等で、活動支援を行った。
　新たな図書館ボランティアをホームページで募集し、ボラ
ンティア活動の支援を今後も継続する。 継 → 図書館 Ｂ

f

中心市街地の賑わいや
コミュニティの再生に寄
与するイベント等の実
施団体等に対し支援し
ます。

　国道８号空間や門前町多目的広場の整備により、新規
イベントの申請が令和元年度と比較して男女問わず多数
あった。引き続き新規イベントの増加と既存イベント継続
への支援を行う。

継 →
商工貿易振
興課 Ａ

g

歴史と文化を市内外に
アピールし、本市の商
工業と観光、伝統文化
の継承と発展を図るた
め、敦賀まつりの開催
に係る経費を負担しま
す。

. 　令和２年度は敦賀まつり自体が中止となったため、あま
り成果はなかったが、引き続き歴史と文化をアピールする
とともに、男女共同参画の推進を図っていく。

継 →
商工貿易振
興課 Ｃ

h

景観づくりに取り組む団
体が行う実践活動や情
報発信に対して補助を
行います。

　神楽町１丁目商店街（門前町地区）の景観形成推進計
画の基準に基づいた景観誘導を行うことができた。
　引き続き、良好な景観形成の推進のため、景観形成協
議会への支援を行う。

継 → 都市政策課 Ｂ

≪中心市街地賑わい街づくり支援事業≫
・中心市街地の賑わいやコミュニティの再生に寄与するイベント等
を支援

≪敦賀まつり開催負担金≫
・歴史と文化を市内外にアピールし、本市の商工業と観光、伝統
文化の継承と発展を図るため、敦賀まつりの開催にかかる経費を
負担していたが、令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響
により敦賀まつりが中止となり、未執行。

≪景観形成協議会への支援≫
・神楽町1丁目商店街（門前町地区）景観形成協議会の会員への
支援２件を行った。

①　まちづ
くり活動に
ついての情
報提供や
支援を行う

≪図書館における関係団体活動への支援≫
・図書館ボランティアサークルに、活動場所の提供等

　図書館ボランティア団体連絡会　２回（９月・３月）開催
　ボランティアサークル　４グループ
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a

男女共同参画推進団
体「つるが男女共同参
画ネットワーク」の運営
を支援します。
また、男女共同参画を
推進する団体・グルー
プへの情報提供や必要
とする支援を実施しま
す。

　オンライン研修への参加など必要となる活動支援を行う
ことにより、コロナ禍においても継続した団体活動を実施
することができた。
　第４次つるが男女共同参画プランの特徴に関する情報
提供を行い、次年度からの団体活動へも反映いただい
た。
　行政とは別の視点で男女共同参画を推進することは重
要であり、自立した団体活動を継続できるよう適切な支援
を実施する。

継 → 市民協働課 Ｂ

②　男女共
同参画を
推進する団
体・グルー
プへの支
援と交流を
促進する

≪つるが男女共同参画ネットワークへの運営支援≫
・つるが男女共同参画ネットワーク主催の講座開催を支援した。
　第１回　「冬場の健康～風邪・インフルエンザの予防」
　　講　師　　敦賀市立看護大学　准教授　池原　弘展　氏
　　日　時　　令和２年１２月５日（土）　１３時３０分～１４時３０分
　　場　所　　敦賀市立看護大学
　　参加者　 ２７名

　第２回　私たちはジェンダー平等をどこまで達成できたのか？
　　講　師　　弁護士、前国連女性差別撤廃委員会委員長外
　　　　　　　　林　陽子　氏
　　方　法　　国立女性教育会館ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル　一般公開
　　　　　　　　教材活用
　　日　時　　令和３年２月２４日（水）
　　場　所　　松原公民館
　　参加者　 １０名

・パソコン、ネット環境整備などをサポートすることにより、日本女
性会議オンライン研修への参加、団体内でのオンライン勉強会を
実現した。
・１０回理事会に参加し、情報共有を行った。
・団体補助金を交付した。
・情報提供を行った。
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　　基本目標３　　男女共同参画のための仕事環境をつくる

男女共同参画審議会　評価コメント

・

・

・

・

　仕事面でのワーク・ライフ・バランスを実現するために、必要な環境づくりを行っていきます。
　特に、長時間労働は、子育て・家事・介護等への男性の主体的な参画を困難にし、結果として女性が仕事と生活を両立することを難しくしていま
す。
　育児休業や介護休業の取得促進をはじめ、多様なハラスメントの防止、女性の管理職への登用を進めるなど、事業者、労働者双方に対して啓発を
実施し、就労の場における男女共同参画を推進します。
　さらに、農林水産業や自営業などにおいても男女共同参画を進めていきます。

男性の育児休業制度について、市役所は他事業所の取り組みの手本として、明確に示す。上司が職員に声掛けすることも大切である。嶺南も女性
が就労しないと就労人口も減少するため、事業所が優秀な人材を集めるためにも取り組みを早期に実現していただきたい。一般市民へもわかりや
すく啓発することなども重要である。

男性の育児休暇制度について、無給扱いを有給扱いにするなど制度を変えて取り組んでいる事業所もある。対象者には上司を経由して個別にお知
らせし、取ってよいということを本人に認識してもらうことで、取得率が上がった事例があった。

男性の育休、時短勤務対象者において、早く帰り家事等を手伝いたいという声があり、仕事の整理・相談をしようという方も出てきている。

子育て日本一の実現のためにも育休を取得する男性に対し理解をもち、男性も育児に関わることを期待する。
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基本課題（９）仕事と生活の調和の取れる環境づくりを行う

　施策１４　仕事と家庭、地域活動を両立させるライフスタイルなどの啓発を行う

成果/課題 次年度 方向性

a

市立敦賀病院における
パート職員の採用選考
試験前に、パートタイム
の条件等について説明
会を実施し、パートタイ
ムに関する理解の促進
を図ります。

　勤務条件を理解した上で面接選考を受けていただいた。

継 →
病院総務企
画課 Ｂ

b

男女雇用機会均等法
やパートタイム労働法
などの理解を促進しま
しょう。

　今回の調査結果からは市内の過半数の事業所で性別
に関係なく従業員が活躍するための取り組みが行われて
いることが確認できる。今後は労働者が性別により差別さ
れることなく、雇用における男女の均等な機会と待遇が確
保され、より一層理解が促進されるよう啓発していく。

― ― ― ―

a

男女共同参画推進員
（事業所推進員）研修
会や男女共同参画情
報紙において、ワーク・
ライフ・バランスを主体
的に導入する企業や団
体等を広く紹介します。

　広報つるがでは今年度は共家事の記事を掲載し、家庭
内での役割分担、ワーク・ライフ・バランスに関し啓発し
た。
　事業所研修会における事業所間の情報交換や、平成２
９年の広報つるがでは市内事業所の取り組みを紹介する
など、今後も先進的な事業所の取り組みを広く発信してい
く。

継 → 市民協働課 Ｂ

①　男女雇
用機会均
等法や
パートタイ
ム労働法
などを事業
者、労働者
双方へ啓
発する

≪パートタイム労働法に対する支援≫
　選考前に、勤務条件等について適切に書面提示及び説明を
行った。

≪事業所の取り組み≫
・「貴事業所では、性別に関係なく従業員が活躍するためにどのよ
うな取り組みをしていますか。」（回答が多い取り組みを抜粋）
令和元年度  　業務に必要な知識や能力、資格取得のための教
　　　　　　　　　 育や研修を性別に関係なく実施している　６０．３％
　　　　　　　　　 性別に関係なく意見や要望を言いやすい環境を整
　　　　　　　　　 備している　５３．４％

（令和元年度敦賀市男女共同参画に関するアンケート調査より）
　事業所調査：敦賀市内に所在する事業所１００社を無作為抽出
　　　　　　　　　（回収票数　５８件、回収率　５８．０％）

②　主体的
に制度を導
入する企業
や団体等
を広く紹介
する

≪男女共同参画推進事業≫
・広報つるが７月号では「共家事」をテーマとして記事を掲載した。

　男女雇用機会均等法や改正パートタイム労働法、育児・介護休業法など、仕事における男女共同参画を推進するため各種の法制度の内容
や趣旨、取り組みについて企業等に周知し、制度の推進を図ります。
　また、働き方が多様化する中で、一人ひとりが望む働き方ができるよう職場でのワーク・ライフ・バランスを推進します。

計画項目 取り組みの概要
令和２年度

担当課　評価
実　　　　　　績
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a

男女共同参画推進員
（事業所推進員）を対象
に研修会を開催し、
ワーク・ライフ・バランス
をはじめとして、男女共
同参画に関する制度を
導入するための啓発を
行います。

　労働、特に女性労働に関し、福井県や県内の地域差の
現状について学ぶ機会を設けた。また、新型コロナウイル
ス感染拡大防止のため、集合研修ではなくＹｏｕＴｕｂｅによ
るオンライン研修として導入した。研修受講者からは受講
の時間調整が容易になったとの回答があった。
　今後も啓発方法としてオンライン研修の積極的な開催を
検討し、制度を導入するために必要な情報発信などを
行っていく。 継 → 市民協働課 Ｂ

③　業種や
規模に応じ
て男女共
同参画に
関する制度
を導入する
ための啓
発や支援
を行う

≪男女共同参画推進事業≫
・事業所推進員研修会
　演　題　　「福井県の労働とジェンダー」
　講　師　　仁愛大学人間学部コミュニケーション学科
　　　　　　　准教授　織田　暁子　氏
　日　時　　令和３年３月８日（月）～３月１９日（金）
　方　法　　講師管理ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル　限定公開
　視　聴　  ７３回
　内　容　　福井県の労働、特に女性労働の特徴や県内における
　　　　　　　嶺北・嶺南の地域差などについて学んだ。
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　施策１５　多様な働き方を尊重し、職場でのワーク・ライフ・バランスを推進する

成果/課題 次年度 方向性

a

男女共同参画推進員
（事業所推進員）を対象
に研修会を開催し、一
人ひとりが望む働き方
ができるよう、ワーク・ラ
イフ・バランスの重要性
を普及させます。

　誰もが希望する働き方ができるように、福井県での地域
特性、家事・育児・介護分担の現状を知り、事業所にはど
のようなことが求められているかを学ぶ機会を設けた。
　事業所内での男女共同参画推進員がワーク・ライフ・バ
ランスとは、働き方改革の進め方、従業員の年齢分布図
と今後を予測するなど、ワーク・ライフ・バランスの重要性
を啓発する研修会を開催していく。

継 → 市民協働課 Ｂ

b

市職員の健康の増進
等を図り、併せて心身リ
フレッシュと公務能率の
向上のため、年次有給
休暇の使用の促進に関
し必要な事項を定めま
す。

　要領に規定された年５日以上の年次有給休暇取得率は
９４．３％であり昨年より向上した。更なる取得率向上のた
め、次年度からは９月末時点で取得率が５割以下の所属
に対し、個別に取得促進を呼びかけることを予定してい
る。

継 → 総務課 B

c

市職員の心身の健康
維持及び増進又は家庭
生活の充実のため、７
月から９月の期間内で
連続する３日の範囲で
特別休暇の使用を促進
します。

　取得率は９４．６％で、昨年度より２．８％増加した。継続
的な取り組みの成果が出ている。

継 → 総務課 B

d

一人ひとりが望む働き
方ができるよう、ワー
ク・ライフ・バランスの重
要性を普及させましょ
う。

　今回の調査結果からは市内の過半数の事業所でワー
ク・ライフ・バランスの取り組みが行われていることが確認
できる。今後はより一層取り組みが推進されるよう、事業
所推進員研修会などでワーク・ライフ・バランスの重要性
を啓発していく。

― ― ― ―

≪事業所の取り組み≫
・「ワーク・ライフ・バランスについて、貴事業所では以下の取り組
みがありますか。」（回答が多い取り組みを抜粋）
令和元年度  　有給休暇取得の促進（連続休暇取得の促進など）
　　　　　　　　　 ６３．８％
　　　　　　　　　 時間・半日単位での有給休暇の取得　６２．１％
　　　　　　　　　 残業削減の促進　６０．３％

（令和元年度敦賀市男女共同参画に関するアンケート調査より）
　事業所調査：敦賀市内に所在する事業所１００社を無作為抽出
　　　　　　　　　（回収票数　５８件、回収率　５８．０％）

①　一人ひ
とりが望む
働き方がで
きるよう、
仕事と生活
の調和の
重要性を
普及させる

≪男女共同参画推進事業≫
・事業所推進員研修会
　演　題　　「福井県の労働とジェンダー」
　講　師　　仁愛大学人間学部コミュニケーション学科
　　　　　　　准教授　織田　暁子　氏
　日　時　　令和３年３月８日（月）～３月１９日（金）
　方　法　　講師管理ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル　限定公開
　視　聴　  ７３回
　内　容　　福井県の労働、特に女性労働の特徴や県内における
　　　　　　　嶺北・嶺南の地域差などについて学んだ。

≪リフレッシュ休暇の取得促進≫
・改正した年次有給休暇促進要領に基づき、各所属に年次有給
休暇の使用計画を作成してもらい、計画的な休暇取得を促した。
また、９月末時点での取得状況を調査し、計画に沿った休暇取得
を促した。

≪夏季休暇の取得促進≫
・各課に夏季休暇の取得計画を作成してもらい、その利用を促し
た。

計画項目 取り組みの概要
令和２年度

担当課　評価
実　　　　　　績
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a

市職員の育児休業等
取得者の代替として非
常勤職員を採用するな
ど、業務遂行に支障が
生じないよう努めます。

　代替職員の配置により、職員の負担軽減を図ることがで
きた。
　会計年度任用職員のほかに任期付職員の採用を検討
したい。 継 → 総務課 B

b

次世代育成支援対策
推進法に基づき、市職
員の子どもたちの健や
かな育成のため、特定
事業主行動計画を策定
し、職員が仕事と家庭
生活を両立できるような
職場環境の整備等に取
り組みます。

　職場でのワーク・ライフ・バランスを推進し、子育てを行う
女性職員のキャリア形成及び男性職員の育児参加を支
援するため、令和２年３月に計画を改訂した。これまでの
取り組みにより、超過勤務時間の縮減や子どもの出生時
の男性の特別休暇の取得促進などの変化が見られ、継
続的な成果が見られた。 継 → 総務課 B

c

子どもが小学校就学の
始期に達するまでの期
間、市職員の希望する
日及び時間帯に勤務す
ることができる育児短
時間勤務制度及び勤務
時間の一部を勤務しな
いことができる育児部
分休業制度を導入しま
す。

　計画当初の平成２８年度に比べ、育児短時間勤務・育児
部分休業の総取得人数は２０名増加した。
　制度を利用する女性職員が年々増加している一方で、
男性職員の取得は１名のみと低い水準にあるので、これ
を高める取り組みを進めていきたい。

継 → 総務課 B

d

市立敦賀病院におい
て、個人の希望に応じ
た勤務が可能となる仕
組みを積極的に導入
し、労働環境の改善を
図ります。

　必要な時期に必要な勤務形態や休暇を取得していると
考える。

継 →
病院総務企
画課 Ｂ

≪育児短時間勤務制度及び育児部分休業制度の導入≫
・育児短時間勤務取得者：１４名
・育児部分休業取得者：３６名

≪労働環境の改善≫
　現行の制度において、利用しやすい環境づくりを行った。

≪代替職員の補充≫
・育児休業等の取得者が生じた場合は、正規職員の異動又は会
計年度任用職員の採用により代替職員を補充し、その影響を抑
えた。

≪次世代育成支援対策行動計画の策定≫
・平成１７年４月策定済

②　個人の
希望に応じ
た勤務が
可能となる
独自の仕
組みを積
極的に導
入する
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e

一人ひとりの希望に応
じた勤務が可能となる
仕組みを積極的に導入
しましょう。

　一般に事業所での柔軟な勤務形態の希望が特に高まる
子育ての時期において、今回の調査結果からは市内の事
業所では主に休業・休暇制度に力が入れられていること
が見受けられる。今後はより一層様々な取り組みが推進
されるよう、事業所推進員研修会などでワーク・ライフ・バ
ランスの重要性や制度について啓発していく。

― ― ― ―

≪事業所の取り組み≫
・「貴事業所には、以下のような従業員の子育てを応援する取り組
みがありますか。または検討されていますか。項目ごとにお答えく
ださい。また、それ以外に貴事業所で取り組んでいること、配慮し
ていることなどがありましたらご記入ください。」（実施していると回
答した割合）
令和元年度  　育児休業制度　　　　　　　　　　　　　　　　８４．５％
　　　　　　　　　 子どもの看護休暇（有給休暇)　　　　　　６０．３％
　　　　　　　　　 配偶者出産休暇（有給休暇）　　　　　　　５６．９％
　　　　　　　　　 育児のための短時間勤務制度　　　　　 ６９．０％
　　　　　　　　　 フレックス制勤務　　　　　　　　　　　　　　 ２５．９％
　　　　　　　　　 保育サービス利用料の援助　　　　　　　   ３．４％
　　　　　　　　　 従業員向け企業内託児所・保育所等　　  ３．４％
　　　　　　　　　 男性の家事・育児参画促進制度　　　　　１５．５％

（令和元年度敦賀市男女共同参画に関するアンケート調査より）
　事業所調査：敦賀市内に所在する事業所１００社を無作為抽出
　　　　　　　　　（回収票数　５８件、回収率　５８．０％）

②　個人の
希望に応じ
た勤務が
可能となる
独自の仕
組みを積
極的に導
入する
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基本課題（１０）就労の場における男女共同参画を推進する

　施策１６　事業者、労働者への男女共同参画の啓発をする

成果/課題 次年度 方向性

a

ひとり親家庭の状況に
合わせて、関係機関が
実施している就業につ
ながる講座等の情報を
提供し、母子・父子自立
支援員を中心として就
労相談等を行います。

　母子・父子自立支援員を中心とした就労相談を実施し
た。敦賀公共職業安定所との連携を図り、情報提供を
行った。

継 → 児童家庭課 Ｂ

a

福井県と協力し、若年
層を対象とした職業適
性診断、カウンセリング
等の各種就職支援を実
施します。

　ミニジョブステーション利用者数は前年度から微増で
あったが、女性の利用者数は横ばいであったため、今後
も継続して広報活動を行っていく。

継 →
商工貿易振
興課 Ｂ

b

大学生等就職説明会
の開催等、地元企業の
従業員を確保するため
の事業を実施します。

　令和２年度は新型コロナウイルス感染症対策のため２部
制で開催し、参加企業数は令和元年度の参加予定者数と
比較して微減したものの、参加学生等はやや増加してお
り、企業・学生とも好評な意見を多数いただいた。
　ただし、オンラインでの説明会は参加者数が少なく、今
後開催する場合は工夫、検討する必要がある。 継 →

商工貿易振
興課 Ａ

① 　再就
職に向けて
の講座や
研修会を
実施する

≪講座開催状況の提供≫
　母子・父子自立支援員（１人）

②　求人に
関する情報
提供や再
就職の相
談、能力開
発の支援
を行う

≪ミニジョブステーション敦賀運営事業費≫
・若年層を対象とした職業適性診断
・キャリアカウンセリング等の各種就職支援を実施

≪企業説明会開催事業≫
・嶺南６市町及びハローワークで構成する実行委員会が主催す
る、大学卒業予定者等を対象とした企業説明会を開催し、地元企
業の従業員を確保するための施策を実施
・令和２年度は、オンラインでの企業説明会「ふくい嶺南ＷＥＢ企
業説明会」も令和２年５月に実施

計画項目 取り組みの概要
令和２年度

担当課　評価
実　　　　　　績

　多くの人が働きやすく、また働き続けられる環境となるよう、事業者、労働者双方に対して男女共同参画の啓発を行います。
　特に、女性が働きやすく、また働き続けられる環境を実現するためには、出産・育児前後における支援が最も重要となります。
　子育てをしながら仕事を続けたい、あるいは、しばらく子育てに専念してから元の仕事に復帰したい、その他子育てと仕事のバランスに
ついて女性や家庭の希望が実現するよう、相談・支援を行います。
　また、セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメントをはじめ、就労の場において多様化するハラスメント防止のための取り組み
を推進します。
　さらに、企業や市等が女性職員の管理職登用を積極的に図り、女性が働き続けられるよう支援していきます。
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c

ひとり親家庭の状況に
合わせて、関係機関が
実施している就業につ
ながる講座等の情報を
提供し、母子・父子自立
支援員を中心として就
労相談等を行います。

　母子・父子自立支援員を中心とした就労相談を実施し
た。敦賀公共職業安定所との連携を図り、情報提供を
行った。

継 → 児童家庭課 Ｂ

d

高年齢者の生きがいの
充実、就業機会の増大
を図るとともに、高齢者
の能力を活かした地域
社会づくりに寄与する
敦賀市シルバー人材セ
ンターへの支援を実施
します。

　新型コロナウイルス感染症の影響により、人材派遣事
業、請負事業ともに減少となったが、会員数は男女とも同
割合で増加しているため、引き続き広報活動等により会員
増に努めるとともに、高年齢者の就業機会の確保を図る。

継 →
商工貿易振
興課 Ｂ

a

男女共同参画推進員
（事業所推進員）を対象
に研修会を開催し、女
性の就労・能力発揮に
係る啓発を行います。

　福井県のこれまでの就労状況や女性の就業を支える要
因など地域特性や課題を学ぶことにより、女性が就労す
る上で事業所や家庭に求められていることについて考え
る機会を提供した。
　女性が社会で活躍し続けるためには、事業所だけでは
なく家庭においても周囲の理解が必要なため、今後も継
続して啓発していく必要がある。

継 → 市民協働課 Ｂ

②　求人に
関する情報
提供や再
就職の相
談、能力開
発の支援
を行う

≪相談等への対応≫
　母子・父子自立支援員（１人）

≪シルバー人材センター事業費補助金≫
・高年齢者の日常に密着した、就業機会の確保事業を実施

③ 　女性
の就労・能
力発揮の
ため支援を
する

≪男女共同参画推進事業≫
・事業所推進員研修会
　演　題　　「福井県の労働とジェンダー」
　講　師　　仁愛大学人間学部コミュニケーション学科
　　　　　　　准教授　織田　暁子　氏
　日　時　　令和３年３月８日（月）～３月１９日（金）
　方　法　　講師管理ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル　限定公開
　視　聴　  ７３回
　内　容　　福井県の労働、特に女性労働の特徴や県内における
　　　　　　　嶺北・嶺南の地域差などについて学んだ。
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　施策１７　多様なハラスメント防止の取り組みを推進する

成果/課題 次年度 方向性

a

男女共同参画に関する
様々な相談に応じられ
る窓口の充実を図りま
す。
特に、就労の場におけ
る女性への様々なハラ
スメントへの相談内容
に対応するため、各相
談機関との連携を密に
し、相談業務の強化を
図ります。

　相談窓口の周知を行うことにより、様々なハラスメントで
悩む女性の心理的な支援につなげることができた。また
就労等については各相談機関と連携を持つことにより、必
要な機関につなげることができた。
　災害時に備え、弱者が被害に遭うリスクが高まることを
防止するため、女性や子どもに対する暴力などの予防に
配慮した避難所の環境の整備の一環として、新たに性暴
力被害防止啓発ポスターを作成し、関係機関へ配布し
た。

継 → 市民協働課 Ａ

b

市職員を対象に、セク
シュアル・ハラスメント、
パワー・ハラスメント等
に関する相談に応じる
窓口を開設し、これらの
防止を図ります。

　相談窓口の利用実績はないが、ハラスメントに関する正
しい知識と具体的な対策等について、職員が共通の認識
を持って職務に取り組めるよう、周知を行っていく必要が
ある。 継 → 総務課 B

c

市立敦賀病院におい
て、ハラスメントに関す
る相談窓口を設置する
とともに、監視体制を整
えることにより、風通し
の良い職場づくりを実
践します。

　セクハラやパワハラとしての相談窓口の利用実績はな
いが、職員相談窓口で仕事やワークライフバランスなどの
相談に応じた。個人で悩みを抱えない環境づくりに繋がっ
たと考える。 継 →

病院総務企
画課 Ｂ

① 　相談
窓口を開
設し、防止
を図る

≪相談事業≫
・相談員２名
・相談日
　毎週月～金曜日、第２・第４土曜日　８時３０分～１７時１５分
　第１・第３金曜日　 ８時３０分～２０時００分
　相談総件数　１２５件（うちＤＶ３件）
・関係機関との連携を実施
・ＤＶ被害者やＤＶ家族の子どもたちと直接関わる可能性のある現
場職員、窓口担当職員への講座を実施
・相談窓口の周知広報を実施
　市内各施設にポスター、相談カードを設置
　（ポスター民間３６ケ所、公共４１ケ所、病院３ケ所）
　（相談カード公共４ケ所、民間４ケ所）
・成人式にて新成人への啓発チラシを配布
・災害避難所における性暴力被害防止啓発ポスターの作成

≪相談苦情処理窓口≫
・職場におけるハラスメント全般の相談窓口を設置している。
・利用実績なし

≪セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメントのない職場づく
り≫
　相談窓口を設置し、必要に応じて相談に応じた。

計画項目 取り組みの概要
令和２年度

担当課　評価
実　　　　　　績
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　施策１８　男女とも育児休業や介護休業をとりやすくする

成果/課題 次年度 方向性

a

男女共同参画推進員
（事業所推進員）を対象
に研修会を開催し、
ワーク・ライフ・バランス
をはじめとして、男女と
も育児休業や介護休業
をとりやすくするための
啓発を行います。

　Ｍ字カーブ
※

は、福井県内の主な市においては形が異な
ること、女性の就業率が低いことなど、研修会において敦
賀市の現状を認識する機会を提供した。
　環境整備に対するさらなる取り組みが重要であり、男女
とも育児休業や介護休業を取得することができるよう柔軟
な制度の整備や職場環境の推進に効果的な研修を今後
も検討していく。

※Ｍ字カーブ･･･女性の労働力率は結婚・出産期に当たる
年代に一旦低下し、育児が落ち着いた時期に再び上昇す
る特徴をグラフに反映するとＭ字カーブを描く。

継 → 市民協働課 Ｂ

b

市職員の出産・育児に
係る休暇促進を図るた
め、休暇・休業制度の
説明を記載した冊子の
更新及び周知を行いま
す。

　会計年度任用職員の育児休業等は、採用１年経過後に
取得可能となるため、成果は未測定である。
　今後も、取得率の低い休暇については、周知をして認知
度を高めるとともに、対象職員が取得しやすい環境づくり
を行っていく必要がある。

継 → 総務課 Ｂ

c

市立敦賀病院におい
て、休業等の制度の周
知や先進地事例の紹
介を通じ、制度の活用
を図ります。

　必要な時期に必要な勤務形態や休暇を取得していると
考える。

継 →
病院総務企
画課 Ｂ

a

市職員の育児休業等
取得者の代替として非
常勤職員を採用するな
ど、業務遂行に支障が
生じないよう努めます。

　代替職員の配置により、職員の負担軽減を図ることがで
きた。
　会計年度任用職員のほかに任期付職員の採用を検討
したい。 継 → 総務課 Ｂ

b

市立敦賀病院におい
て、育児休暇等が取得
しやすい職場の雰囲気
づくりを目指します。

　必要な時期に必要な勤務形態や休暇を取得していると
考える。

継 →
病院総務企
画課 Ｂ

②　育児・
介護休業
が取得しや
すい職場
の雰囲気
をつくる

≪代替職員の補充≫
・育児休業等の取得者が生じた場合は、正規職員の異動又は会
計年度任用職員の採用により代替職員を補充し、その影響を抑
えた。

≪育児・介護休業を取得しやすい職場環境づくり≫
　現行の制度において、利用しやすい環境づくりを行った。

①　休業制
度等の周
知や先進
地事例の
紹介を通じ
て制度の
活用を図る

≪男女共同参画推進事業≫
・事業所推進員研修会
　演　題　　「福井県の労働とジェンダー」
　講　師　　仁愛大学人間学部コミュニケーション学科
　　　　　　　准教授　織田　暁子　氏
　日　時　　令和３年３月８日（月）～３月１９日（金）
　方　法　　講師管理ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル　限定公開
　視　聴　  ７３回
　内　容　　福井県の労働、特に女性労働の特徴や県内における
　　　　　　　嶺北・嶺南の地域差などについて学んだ。

≪子育て支援ハンドブック≫
・育児休業制度や出産・育児に係る支援措置等をハンドブックとし
てまとめ、庁内掲示板で周知しているが、会計年度任用職員制度
の導入に合わせ、その内容の追加と更新を行った。また、取得率
の低い特別休暇（出産補助休暇・育児参加休暇）について、休暇
の内容や取得方法を別途、同掲示板で周知した。

≪育児休業、介護休業の両性による取得の促進≫
　現行の制度において、利用しやすい環境づくりを行った。

計画項目 取り組みの概要
令和２年度

担当課　評価
実　　　　　　績
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　施策１９　管理職への登用や意思決定に際して女性の参画機会を広げる

成果/課題 次年度 方向性

a

市職員の年齢、経験年
数、役職等により必要と
される職務遂行能力を
明確化し、その能力を
向上させるため、体系
的に研修を実施しま
す。

　今後も、各階層ごとに実務能力の向上につながる研修
を行い、性別にかかわりなく仕事に意欲的に取り組み、能
力を発揮することができる職場風土の醸成を行う必要が
ある。

継 → 総務課 B

a

市職員の意欲増進、資
質の向上及び組織の活
性化を図るため、管理
職へ昇格するための選
抜試験を実施します。

　昇格試験や人事考課の結果を基に、人事異動において
男女を問わず、客観的判断基準に基づき、昇格者を決定
している。能力が公平に評価される試験制度により、女性
の管理職比率は増加傾向にある。
　一方で、昇格試験に挑戦しない職員の意欲醸成が課題
となっている。

継 → 総務課 Ｂ

a

男女共同参画推進員
（事業所推進員）を対象
に研修会を開催し、女
性が働き続けるための
取り組みに係るテーマ
を設定します。

　福井県の地域特性として３世代同居が多くまた３世代近
居による祖父母のサポートが女性就労を支えていると言
われるが、嶺南地域では３世代同居率が低く県内の地域
によって女性労働や少子化のメカニズムは異なっているこ
とを認識する機会を提供した。
　親世代（特に祖母）からの育児サポート、家事支援を得
ているケースが多いことや、親世代だけではなくパート
ナーとの役割分担を望む声が多く、女性就業を継続する
にはどのような取り組みが必要であるかを考える場を今
後も継続して提供していく。

継 → 市民協働課 Ｂ

③　女性が
働き続ける
ための取り
組みに対し
支援する

≪男女共同参画推進事業≫
・事業所推進員研修会
　演　題　　「福井県の労働とジェンダー」
　講　師　　仁愛大学人間学部コミュニケーション学科
　　　　　　　准教授　織田　暁子　氏
　日　時　　令和３年３月８日（月）～３月１９日（金）
　方　法　　講師管理ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル　限定公開
　視　聴　  ７３回
　内　容　　福井県の労働、特に女性労働の特徴や県内における
　　　　　　　嶺北・嶺南の地域差などについて学んだ。

担当課　評価
実　　　　　　績

①　リー
ダーや管
理職に就く
ための研
修やキャリ
ア・アップ
の機会を
男女平等
に与える

≪新任係長研修等各種研修≫
・市が企画する研修や派遣研修においては、男女平等に受講者
を選抜している。
・女性職員のキャリア形成を支援することを目的とした研修に職員
を派遣した。

②　人事考
課制度を
活用し、市
における女
性職員の
管理職等
への登用
を積極的に
行う

≪管理職昇格試験制度≫
・管理職、係長、主査昇格試験をそれぞれ実施した。

計画項目 取り組みの概要
令和２年度
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基本課題（１１）農林水産業や自営業などで男女共同参画を推進する

　施策２０　女性の経営への参画機会を拡大する

成果/課題 次年度 方向性

a

新規就農をした方が円
滑に就農するための就
農環境整備や経営安
定の支援を行います。

　青年就農給付金の給付期間終了後、３年間は半期ごと
に就農状況報告を受けることになっており、現在の経営状
況に応じて必要な助言等を行った。
　新規雇用就農奨励金は半期ごとに交付することになって
おり、計２７５，０００円を交付した。現地確認及び実績報
告による就農状況の確認を行い、状況に応じて必要な助
言等を行った。

継 →
農林水産振
興課 B

a

女性経営者の自己研
鑽、育成を支援します。

　経営に携わる女性の視点から市のＰＲ、地域の活性化
につながる事業を企画、実施することで、経営者としての
資質向上につながった。今後も本事業を通じて、安定した
事業運営を続けるための知識やノウハウの習得に取り組
んでいく。

継 →
商工貿易振
興課 Ｂ

担当課　評価
実　　　　　　績

①　農業・
漁業及び
林業経営
の方針決
定過程へ
女性の参
画拡大を
図る

≪新規就農者育成支援事業≫
・青年就農給付金受給終了後３年目の就農状況報告を受けた。
（女性１名）
・新規雇用就農奨励金１年目の交付を行った。
（女性１名）

②　女性の
起業促進
や経営者
の学習・研
鑽活動を
充実する

≪女性会事業補助金≫
・女性経営者の自己研鑽、育成を支援
・令和２年度は独自事業として気比の松原を活用した体験型観光
プログラムである「波音ハンモック」を企画、実施

　農林水産業は地域の持続的発展にとって重要な産業ですが、家庭や集落単位で営まれていることが多く、経営安定が課題となっていま
す。
　そこで、女性が対等なパートナーとして経営等に参画でき、また、女性が働きやすい作業環境の整備や就農支援など、男女共同参画の推
進を図ります。
　また、自営業などで女性が主体的に経営参画し、経済的地位の向上が図られるよう、学習や研鑽活動を充実させます。

計画項目 取り組みの概要
令和２年度
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基本目標４　　男女共同参画の視点を取り入れた推進と進行管理の体制を構築する

男女共同参画審議会　評価コメント

・

・

・

・

・

　市が行う様々な行政サービスは、男女共同参画に関係するものが多くあります。
　本市では、男女共同参画室を中心に、あらゆる取り組みについて男女共同参画の視点を持ち、世代や生活形態などに応じてきめ細やかに実施され
るよう、関係課との連携を強化します。

市民活動は女性の割合も高く、活動を通して女性が多くを学んでいる。よく気がつき行動力もある女性も多く、あらゆる分野でもっと女性を登用
していただきたい。女性は素地を持っており、力をつけるよう育成していただきたい。

女性管理職を経験した者として、やってよかった、やりがいを感じた。役職が人を育てると言われ、女性がその喜びを知らずに一生を終えること
がないよう、女性の登用をお願いしたい。

男女共同参画に関する研修会等の参加者が増えるよう工夫し、広く啓発することが重要である。組織、グループでは学ぶ機会もあるが、家庭や地
域の中ではいかに学ぶ機会を作り出していくか、が重要である。

日本のジェンダー・ギャップ指数２０２１が世界１２０位（１５６か国中）と低いことからもわかるように、より一層男女共同参画の意識を高め
る必要がある。

男女共同参画の推進にあたり、頭では大切だな、と思っていても何を推進するか、どのような行動が望ましいか、よくわからない部分がある。具
体的な行動指針、事例を示し、啓発をしていくとよい。
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　施策２１　講座や講演会等を充実する

成果/課題 次年度 方向性

a

市民や男女共同参画
推進員等を対象に講座
や研修会を開催し、男
女共同参画推進のため
の啓発を充実します。

　市民対象講座では、性の多様性に関するテーマを取り
上げた。
　地域推進員研修会では、敦賀市の公式チャンネルを用
いた一般公開とすることで視聴数は２０９回となり、昨年ま
での地域推進員５０名を対象とした研修と比較すると３倍
を超える多くの市民へ啓発できたと考えられる。今後も研
修方法として、オンライン研修を積極的に取り入れていく。
　市民や男女共同参画推進員等を対象に男女共同参画
について様々なテーマにて啓発することができた。

継 → 市民協働課 Ｂ

a

講座・講演会等に参加
しやすいように、保育園
における一時預かり等
を実施します。

　保育所に通っていない乳幼児を、保護者の就労または
特別な理由（通院、リフレッシュなど）により、緊急、断続的
に家庭で保育できないときに、一時預かり事業を継続して
実施した。 継 → 児童家庭課 B

実　　　　　　績
①　地域・
職場・家庭
で男女共
同参画を
実践するた
めの講座を
開催する

≪男女共同参画推進事業≫
・男女共同参画推進講座（市民対象）
　演　題　　「１１人に１人のＬＧＢＴＱ
　　　　　　　～多様な性ってどういうこと？～」
　講　師　　ＹｏｕＴｕｂｅｒかずえちゃん（藤原　和士）　氏
　日　時　　令和３年３月１３日（土）１４時００分～１５時３０分
　場　所　　敦賀駅交流施設オルパーク２階
　参加者　 ２１名
　内　容　　ＬＧＢＴＱの用語説明、講師の経験談より多様な性につ
　　　　　　　いて学んだ。

・地域推進員研修会
　演　題　　「女性目線、ママ目線の防災
　　　　　　　～女性防災士からのワンポイントアドバイス～」
　講　師　　防災ママかきつばた　代表　高木　香津恵　氏
　日　時　　令和３年２月９日（火）～３月２６日（金）
　方　法　　敦賀市ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル　一般公開
　視　聴　  ２０９回
　内　容　　女性目線、ママ目線の視点から防災、備蓄品について
　　　　　　　学んだ。

②　講座・
講演会等
開催時に
一時保育
を実施する

≪保育サービスの提供≫
　公立保育所１ヶ所、私立保育所４ヶ所（うち２ヶ所新型コロナウイ
ルスの影響により実績０人）、私立認定こども園２ヶ所

基本課題（１２）世代や生活形態に応じたきめ細やかな広報と啓発を強化する

　市の取り組みの中で、最も重要となるのが広報と啓発です。市民や企業等、あらゆる主体の自主性を引き出すきっかけ作りが求められま
す。
　そこで、男女共同参画に関する講座や講演会等を充実させるとともに、男女共同参画情報紙を中心に広報活動を強化します。

計画項目 取り組みの概要
令和２年度

担当課　評価
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a

男女共同参画推進情
報紙「りぷる」を発行し
ます。

　男女共同参画月間の６月とＤＶ防止運動期間の１１月に
情報の発信を行った。
　７月号では、「仕事+家事・育児・介護」の合計時間は妻
が夫よりも５１分長く、余暇活動は妻が夫よりも６６分少な
いデータを紹介し、家族みんなで協力して家事をしようと
いう共家事について啓発した。
　１１月号では、敦賀気比高校の生徒が制作したポスター
作品の紹介など、ＤＶ・デートＤＶの予防・根絶を呼び掛け
た。
　広報つるがは老若男女、誰もが閲覧するものなので、性
別及び世代に関係なく見やすいレイアウト及び文字になる
よう工夫し、ワーク・ライフ・バランス、共家事、ＤＶなどの
男女共同参画に関連する用語を用いて用語理解も進めて
いきたい。

継 → 市民協働課 Ｂ

③ 　男女
共同参画
情報紙を
発行する

≪男女共同参画推進事業≫
・広報つるがに特集記事、啓発イベントについて掲載した。
（男女共同参画推進情報紙「りぷる」から広報つるがに変更）

　７月号（令和２年６月９日発行　特集１頁）
　特　集　「ＳＴＡＹ　ＨＯＭＥ」から「ＥＮＪＯＹ　ＨＯＭＥ」へ
　　　　　　　～共家事、始めませんか～

　１１月号（令和２年１０月８日発行　特集１頁）
　特　集　ひとりで悩まずご相談を
　　　　　　１１/１２～２５は「女性に対する暴力をなくす運動」期間
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基本課題（１３）相談体制を充実する

　施策２２　性差に関する相談業務を充実する

成果/課題 次年度 方向性

a

男女共同参画に関する
様々な相談に応じられ
る窓口の充実を図りま
す。
また、各相談機関との
連携を密にし、相談業
務の強化にあたりま
す。

　関係機関と情報共有をすることで、きめ細やかな対応を
することができた。また、被害の拡大防止につながった。
　今後も関係機関と連携を取りながら、ケースによって適
切な対応がとれるように情報収集に努めたい。

継 → 市民協働課 Ｂ

a 同上 同上 継 → 市民協働課 Ｂ

a 同上 同上 継 → 市民協働課 Ｂ

③　セク
シュアル・
マイノリティ
に対する相
談業務に
取り組む

同上

担当課　評価
実　　　　　　績

①　性によ
る差別的
取扱いに
対する相談
業務を充
実する

≪相談事業≫
・相談者又は関係機関からの情報により、二州健康福祉センター
などと連携して実施
・ＤＶ被害者やＤＶ家族の子どもたちと直接関わる可能性のある現
場職員、窓口担当職員への講座を実施
・関係機関への同行支援また関係機関からの依頼を受け同行支
援を実施

②　ＤＶに
対する相談
や通報体
制を確立し
被害者を
支援・救済
する

同上

　男女の人権尊重や男女共同参画推進を阻害する行為については、防止・抑制していかなければなりません。
　ＤＶをはじめとするあらゆる暴力や多様なハラスメントなどについては、起こりうる被害を未然に防止するとともに、発生した場合の対
処も必要になります。
　本市では、性差に関する相談業務において、個々の状況に的確に対応した助言を行うとともに、関係機関との連携によって被害の拡大を
食い止めるなどの取り組みを行います。
　また、セクシュアル・マイノリティに対する相談業務にも取り組みを進めます。

計画項目 取り組みの概要
令和２年度
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　施策２３　推進団体や様々な分野で活躍する人材を育成する

成果/課題 次年度 方向性

a

男女共同参画推進団
体「つるが男女共同参
画ネットワーク」の運営
を支援します。
また、男女共同参画を
推進する団体・グルー
プへの情報提供や必要
とする支援を実施しま
す。

　オンライン研修への参加など必要となる活動支援を行う
ことにより、コロナ禍においても継続した団体活動を実施
することができた。
　第４次つるが男女共同参画プランの特徴に関する情報
提供を行い、次年度からの団体活動へも反映いただい
た。
　行政とは別の視点で男女共同参画を推進することは重
要であり、自立した団体活動を継続できるよう適切な支援
を実施する。

継 → 市民協働課 Ｂ

a

市民活動団体で活動し
て い る 方 や 市 民 に 対
し、男女共同参画の視
点で活動していただけ
るよう働きかけを行いま
す。

　性別、年齢、経歴等にとらわれることなく参加者が自由
に意見を述べ、共通のテーマについて追求する哲学カフェ
を開催し、多様な意見が肯定的に交流できる場を設けるこ
とができた。
　敦賀市に登録されている市民活動団体のおよそ半数の
代表が女性となっており、市民活動の分野においては女
性の活躍が進んでいると考えられる。

継 → 市民協働課 Ｂ

担当課　評価
実　　　　　　績

①　男女共
同参画推
進団体等
の活動を
促進する

≪つるが男女共同参画ネットワークへの運営支援≫
・つるが男女共同参画ネットワーク主催の講座開催を支援した。
　第１回　「冬場の健康～風邪・インフルエンザの予防」
　　講　師　　敦賀市立看護大学　准教授　池原　弘展　氏
　　日　時　　令和２年１２月５日（土）　１３時３０分～１４時３０分
　　場　所　　敦賀市立看護大学
　　参加者　 ２７名

　第２回　私たちはジェンダー平等をどこまで達成できたのか？
　　講　師　　弁護士、前国連女性差別撤廃委員会委員長外
　　　　　　　　林　陽子　氏
　　方　法　　国立女性教育会館ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル　一般公開
　　　　　　　　教材活用
　　日　時　　令和３年２月２４日（水）
　　場　所　　松原公民館
　　参加者　 １０名

・パソコン、ネット環境整備などをサポートすることにより、日本女
性会議オンライン研修への参加、団体内でのオンライン勉強会を
実現した。
・１０回理事会に参加し、情報共有を行った。
・団体補助金を交付した。
・情報提供を行った。

②　様々な
分野で活
躍する人材
を育成し、
男女共同
参画の実
践を進める

≪市民活動団体等への働きかけ≫
・市民活動推進研修会を開催し、団体や市民の交流の促進・活性
化を図った。
　題　目　　てつがくカフェ～『まちづくり』ってなに？～
　日　時　　令和３年３月１９日（金）１９時００分～２１時００分
　参加者　 １５名
　内　容　　「『まちづくり』ってなに？」をテーマにした哲学カフェの
　　　　　　　開催。

基本課題（１４）男女共同参画を推進する人材を育成する

　男女共同参画社会を実現するための啓発・支援については、市の取り組みに加えて地域の多くの方から協力を得ることで充実します。
　男女共同参画の推進に寄与するＮＰＯ法人や市民活動団体、さらには男女共同参画推進団体等の活動を支援し、市全体で男女共同参画社
会の実現をめざします。

計画項目 取り組みの概要
令和２年度
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基本課題（１５）政策決定・推進の場で男女共同参画を進める

　施策２４　市民参加と協働によるまちづくりを推進する

成果/課題 次年度 方向性

a

市民活動団体等への
情報提供や必要とする
支援を実施します。

　市民活動団体等による催しなどについて、市ホームペー
ジ、行政チャンネル及び広報つるがへの掲載を行い、市
民活動団体等の活動を広く市民に周知できた。
　計画期間中継続的に情報提供、広報等を行った。今後
も、引き続き同事業を実施する予定である。 継 → 市民協働課 Ｂ

a

市民協働のまちづくりを
推進するため、職員対
象の研修会を開催しま
す。

　性別、年齢、経歴等にとらわれることなく参加者が自由
に意見を述べ、共通のテーマについて追求する哲学カフェ
を開催し、多様な意見が肯定的に交流できる場を設けるこ
とができた。研修会は市職員も対象としており、職業の垣
根を超えて、協働することへの推進の一助となったと考え
られる。
　計画期間中、研修会について様々な内容を検討し開催
したが、参加者同士の交流を求める意見が少なくなく、今
回開催した内容については反響が高かった。第２回、第３
回の開催を求める参加者も多かったため、次回以降それ
らの意見を踏まえた内容で開催をしたい。

継 → 市民協働課 Ｂ

b

市民協働の意識高揚を
図るため、職員へ地域
活動への参加を呼びか
けます。

　呼びかけにより、地域活動への参加者が増えているか
どうかを把握できておらず、評価ができない。

継 → 総務課 Ｂ

≪職員への地域活動参加の呼びかけ≫
・職員アンケート、庁内掲示板等を通して、地区の行事等、地域活
動への参加状況を把握するとともに、積極的に参加するよう呼び
かけを行った。

担当課　評価
実　　　　　　績

①　ＮＰＯ
法人やボラ
ンティア
等、市民活
動団体設
立・運営や
イベント等
の開催を
支援する

≪市民協働・ＮＰＯ等活動推進事業≫
・市内で活動する市民活動団体等への情報提供や広報等を実施
した。

②　市職員
が地域で
の活動を
積極的に
実践し、市
民協働の
意識高揚
を図る

≪市民協働・ＮＰＯ等活動推進事業≫
・市民活動推進研修会を開催し、団体や市民の交流の促進・活性
化を図った。
　題　目　　てつがくカフェ～『まちづくり』ってなに？～
　日　時　　令和３年３月１９日（金）１９時００分～２１時００分
　参加者　 １５名
　内　容　　「『まちづくり』ってなに？」をテーマにした哲学カフェの
　　　　　　　開催。

　本市における男女共同参画推進のためには、市が自ら率先しなければなりません。
　そこで、市政のあらゆる場面において男女共同参画を積極的に進めます。
　特に、市民との協働や、審議会など市民参加による政策決定の場での女性の登用、また市の人員配置における女性管理職の積極的登用な
どを推進します。

計画項目 取り組みの概要
令和２年度
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a

各種審議会や委員会で
の市民公募を積極的に
実施するため、庁内関
係部署へ協力を促しま
す。

　平成２８年度の審議会女性の割合２３．８％より改善は
見られるが、第３次つるが男女共同参画プランの目標数
値指針である３０％をまだ達成できていない。女性登用率
３０％未満の原因を調査した結果に基づき、選出方法の
見直しや男女の構成比への配慮を含めた団体などへの
依頼、又は依頼先の変更などにより、達成できるよう今後
も継続して推進する必要がある。

継 → 市民協働課 Ｂ

b

敦賀市政について、広
く市民からの提案をい
ただきます。

　提案メールや意見箱、市HPなどを通じて、市民から広く
意見や提案をいただいた。
　意見や提案について、市HP、庁舎掲示及びFMラジオな
どを通じて、回答した。
　市民とのざぶとん会については、感染拡大防止の観点
から中止となったが、新規広聴事業として、「ラジオ市長
室」を実施した。

継 → 秘書広報課 B

③　市長へ
の提案メー
ルや審議
会への市
民公募な
ど、市民の
幅広い市
政参画を
促進する

≪性別や年齢に関係なく、市政に参画できるよう働きかけ≫
・各種審議会や委員会に女性の登用状況調査を行った。
・審議会女性の割合２６．３％、委員会女性の割合１８．５％
・庁議において働きかけを行った。

≪市長への提案メール、アクセス２１事業、市民とのざぶとん会な
ど≫
・敦賀市政について、市民からの提案や意見を募集
　　　提案メール　１９２通、アクセス２１　１７６通
・提案メールを基に市民からいただいた提案に対して、ＦＭラジオ
を使って回答
　　　ラジオ市長室　１５回放送
・市民を対象にまちづくりに関する意見交換を行うざぶとん会につ
いては、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、中止
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　施策２５　政策決定・推進の場で女性の活躍を推進する

成果/課題 次年度 方向性

a

各種審議会や委員会で
の女性の積極的登用を
図るため、庁議におい
て各部局長へ協力を促
すとともに、庁内推進体
制（敦賀市男女共同参
画推進会議）を構築し
て積極的に推進しま
す。

　平成２８年度の審議会女性の割合２３．８％より改善は
見られるが、第３次つるが男女共同参画プランの目標数
値指針である３０％をまだ達成できていない。女性登用率
３０％未満の原因を調査した結果に基づき、選出方法の
見直しや男女の構成比への配慮を含めた団体などへの
依頼、又は依頼先の変更などにより、達成できるよう今後
も継続して推進する必要がある。

継 → 市民協働課 Ｂ

a

職員の意欲増進、資質
の向上及び組織の活性
化を図るため、管理職
へ昇格するための選抜
試験を実施します。

　昇格試験や人事考課の結果を基に、人事異動において
男女を問わず、客観的判断基準に基づき、昇格者を決定
している。能力が公平に評価される試験制度により、女性
の管理職比率は増加傾向にある。
　一方で、昇格試験に挑戦しない職員の意欲醸成が課題
となっている。 継 → 総務課 Ｂ

担当課　評価
実　　　　　　績

①　各種審
議会や委
員会での
女性の登
用率向上
を図る

≪各種審議会や委員会での女性の積極的登用の働きかけ≫
・各種審議会や委員会に女性の登用状況調査を行った。
・審議会女性の割合２６．３％、委員会女性の割合１８．５％
・庁議において働きかけを行った。
・敦賀市男女共同参画推進会議は文書での報告とした。

②　人事考
課制度の
活用により
女性職員
を管理職
等へ積極
的に登用
する

≪管理職昇格試験制度≫
・管理職、係長、主査昇格試験をそれぞれ実施した。

計画項目 取り組みの概要
令和２年度
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基本課題（１６）庁内推進体制を充実する

　施策２６　男女共同参画の推進拠点を充実する

成果/課題 次年度 方向性

a

男女共同参画推進団
体である「つるが男女
共同参画ネットワーク」
の運営を支援します。
また、男女共同参画を
推進する団体・グルー
プへの情報提供や必要
とする支援を実施しま
す。

　オンライン研修への参加など必要となる活動支援を行う
ことにより、コロナ禍においても継続した団体活動を実施
することができた。
　第４次つるが男女共同参画プランの特徴に関する情報
提供を行い、次年度からの団体活動へも反映いただい
た。
　行政とは別の視点で男女共同参画を推進することは重
要であり、自立した団体活動を継続できるよう適切な支援
を実施する。

継 → 市民協働課 Ｂ

a

全庁的な男女共同参画
の推進体制を構築する
ため、敦賀市男女共同
参画推進会議におい
て、働きかけを強化しま
す。

　男女共同参画推進には他部署の理解と協力が必要なた
め、働きかけを継続して行う必要がある。庁議や庁内電子
掲示板における女性委員の積極的な登用を呼び掛けるな
ど、他部署と横断的に男女共同参画を推進していくために
効果的な方法で働きかけを行う必要がある。

継 → 市民協働課 Ｂ

担当課　評価
実　　　　　　績

①　男女共
同参画推
進団体等
の活動を
促進する

≪つるが男女共同参画ネットワークへの運営支援≫
・つるが男女共同参画ネットワーク主催の講座開催を支援した。
　第１回　「冬場の健康～風邪・インフルエンザの予防」
　　講　師　　敦賀市立看護大学　准教授　池原　弘展　氏
　　日　時　　令和２年１２月５日（土）　１３時３０分～１４時３０分
　　場　所　　敦賀市立看護大学
　　参加者　 ２７名

　第２回　私たちはジェンダー平等をどこまで達成できたのか？
　　講　師　　弁護士、前国連女性差別撤廃委員会委員長外
　　　　　　　　林　陽子　氏
　　方　法　　国立女性教育会館ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル　一般公開
　　　　　　　　教材活用
　　日　時　　令和３年２月２４日（水）
　　場　所　　松原公民館
　　参加者　 １０名

・パソコン、ネット環境整備などをサポートすることにより、日本女
性会議オンライン研修への参加、団体内でのオンライン勉強会を
実現した。
・１０回理事会に参加し、情報共有を行った。
・団体補助金を交付した。
・情報提供を行った。

②　男女共
同参画室
を中心に全
庁的な推
進体制を
構築する

≪敦賀市男女共同参画推進会議における働きかけ≫
・敦賀市男女共同参画推進会議は文書での報告とした。

　市の様々な取り組みは、男女共同参画を推進するうえでも重要なものです。
　そこで、市のすべての取り組みについて、男女共同参画の視点を取り入れるよう、所管する市民協働課男女共同参画室を中心として全庁
的な推進体制を構築します。
　特に、関係事業の実施状況について男女共同参画室が把握・評価し、指導していきます。

計画項目 取り組みの概要
令和２年度
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　施策２７　各部署の事業で参画を進める

成果/課題 次年度 方向性

a

男女共同参画情報紙
やホームページ等に掲
載する場合、男女の人
権を踏まえた表現に配
慮します。

　男女共同参画の視点を持ち、記載内容が男女及び幅広
い世代の方に見やすく、不快ではない表現やイラストにな
るように今後も工夫していきたい。
　人権を取り巻く社会情勢は変化していくので、人権を踏
まえた表現に配慮できるよう男女共同参画に関する情報
収集に今度も努める。

継 → 市民協働課 Ｂ

b

ホームページ及びＳＮＳ
において情報発信する
際には、利用者の年齢
や性別、障がいの有無
にかかわらず誰もが利
用できるよう配慮しま
す。
また、基本的人権やプ
ライバシー権等に十分
留意することを職員向
け の 研 修 で 指 導 し ま
す。

　ホームページ及びSNSにおいて情報発信する際には、
利用者の年齢や性別、障がいの有無にかかわらず、誰も
が利用できるよう配慮すること、基本的人権やプライバ
シー権等に十分留意するよう指導した。
　音声読み上げソフトは機械的に読み上げるため、人の
手で随時更新していく必要がある。

継 → 情報管理課 B

c

広報紙や行政チャンネ
ルの中で、男女の人権
を踏まえた表現になる
よう文章や映像編集、
イラスト使用等に配慮し
ます。

　広報紙や行政チャンネルの内容が、老若男女に配慮し
たものとなった。

継 → 秘書広報課 B

a

敦賀市男女共同参画
推進条例第１６条に基
づき、毎年、男女共同
参画の推進に関する施
策の実施状況を明らか
にした報告書を作成し、
公表します。

　庁内電子掲示板に掲載することで、各課が庁内全体の
取組状況を把握することができた。また、男女共同参画の
意識啓発につながった。今後は公表の時期を早め、次年
度の施策へ反映できるようにしていく。

継 → 市民協働課 Ｂ

計画項目 取り組みの概要
令和２年度

担当課　評価
実　　　　　　績

①　あらゆ
る広報・出
版物等で
男女の人
権をふまえ
た表現に
配慮する

≪男女共同参画推進事業≫
・広報紙や情報誌のホームページ記載事項に配慮した。

≪市ホームページ及びＳＮＳでの表現等≫
・ホームページ研修等において、アクセシビリティについて指導
・SNSでの情報発信の充実
・音声読み上げソフトの更新

≪広報紙発行、ＣＡＴＶ行政チャンネル制作委託事業≫
　広報紙及び行政チャンネルの中で、男女が平等に表現されるよ
うにイラスト使用や映像編集を心掛けた。

②　男女共
同参画社
会の実現
に向けて、
市行政の
取り組み状
況を把握・
評価する

≪つるが男女共同参画プラン　施策実施報告書≫
・各課の施策実施状況を把握し、公表を行った。
　報告書には審議会委員からの評価コメント欄を設けた。
・庁内電子掲示板に令和元年度報告書を掲載した。
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a

ＤＶ被害者の早期発見
とその支援を図るため、
病院や保育現場をはじ
めとする、ＤＶ被害者と
関わる職員又は関わる
可能性のある職員を対
象に研修を行います。

　ＤＶ被害者と関わる機会がある職員などを対象に繰り返
し研修を行い、ＤＶ被害の実情を広く知ることにより、ＤＶ
被害者への理解を深め、ＤＶ被害者の早期発見につなげ
ることができた。また参加者の意識向上につなげることが
できた。

継 → 市民協働課 Ｂ

b

相談業務関係窓口担
当者連絡会を開催し、
各相談機関との連携を
密にし、相談業務の強
化にあたります。

　既存の関係課だけにとらわれず、関係機関を呼び掛け
て、被害の早期発見・防止について学び、相談業務の強
化を図った。
　関係機関は内容によって変更になるため、既存の相談
業務関係窓口担当者連絡会の関係課だけにとらわれず、
今後も柔軟に関係課を呼び掛けを行う。 継 → 市民協働課 Ｂ

③　男女共
同参画の
視点での
事業を実
施するた
め、職員の
研修を行う
など意識の
高揚を図る

≪男女共同参画推進事業≫
・ＤＶ防止講座
 演　題　　「ＤＶ被害者の自立促進のために
　　　　　　　～支援者に求められることは～」
 講　師　　社会福祉法人　聖徳園　総合施設長　渡邉　一幸　氏
 日　時　　令和２年１１月５日（木）１３時３０分～１５時００分
 場　所　　敦賀市総合福祉センターあいあいプラザ２階
　　　　　　 ふれあいホール
 参加者　 ３４名
　　　　　　（１）敦賀市職員（住民基本台帳事務における支援対象
　　　　　　　　 者）
　　　　　　（２）敦賀市公私立保育園及び幼稚園園長
　内　容 　ＤＶ被害のため避難を余儀なくされる母子の現状を知り
　　　　　　理解を深め、必要な支援について学んだ。

・ＤＶ被害者支援専門研修会
　被害者と関わる機会がある職員及び公私立保育園及び幼稚園
園長を対象としたワークショップ形式の研修を予定したが、新型コ
ロナウイルス感染拡大防止のため講座開催を中止した。

≪相談業務関係窓口担当者連絡会≫　を
≪住民基本台帳事務における支援担当者を対象としたＤＶ防止に
かかる連絡会≫に変更
　【対象課】
　総務課、税務課、債権管理課、情報管理課、生活安全課、市民
課、地域福祉課、健康推進課、児童家庭課、国保年金課、長寿健
康課、住宅政策課、経営企画課、学校教育課
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